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1．はじめに

　走行中の車両において，エンジンや変速機のような駆
動用機器に使われている，軸受等のしゅう動部品に異常
摩耗や焼付き等の損傷が発生すると，機器の異常により
重大な事故や輸送障害につながる可能性がある。これら
の損傷の兆候を検知し，営業線での機器の異常発生を未
然に防止する手段として，摩耗により発生して潤滑油
（以下，「油」）に混入した鉄等の金属粉の濃度を，発光
分光分析装置等を用いて測定する方法等が採用されてい
る1）。しかし，現在使用されている分析装置は大型で高
価なため，分析装置を配備できる箇所が拠点となる工場
に限定されている。そのため，車両所等の区所で採取し
た油を拠点工場まで輸送する必要があり，迅速な異常診
断を行うことや測定頻度を増やすことが難しいという課
題がある。また，現在の方法は分析装置の操作やデータ
解析にある程度の習熟が必要であり，分析装置を扱える
社員が限定される。そこで，検修業務効率化および技術
継承の観点から，より低コストで迅速に，かつ簡便な分
析操作で油分析を行える装置の開発が求められていた。
　このような課題に対し，鉄道総研では過去に，エンジ
ンや変速機等の油分析による異常診断に適用可能な，取
り扱いが容易で十分な精度を有する分析装置（以下，
「定置型分析装置」）を開発した2）。定置型分析装置では，
機器の給油口や検油栓等にチューブを挿入して，装置に
内蔵されているポンプで吸入した油を，鉄粉濃度を測定
できるセンサ（以下，「潤滑油センサ」または「センサ」）
に導入した後，その油を給油口等から機器に戻すことで，
容器に採油せずに油の鉄粉濃度を測定できる。
　定置型分析装置は，交番検査（月検査）等における機

器の異常診断への適用を想定しているが，さらに分析頻
度を増やすことは，現場の作業量を考慮すると容易では
ない。そこで，定置型分析装置を用いる場合よりも機器
の異常診断の頻度を容易に増やし，異常の早期検知を実
現することを目的として，駆動用機器の状態を，潤滑油
センサを利用して車上から監視するシステム（以下，
「状態監視システム」）の導入を検討した。状態監視シ
ステムを用いることで，仕業検査時や車両運用中等の任
意のタイミングで機器の状態診断を行うことができる。
また，状態監視システムを，機器内部の状態に応じて検
修を行う状態監視保全（Condition Based Maintenance: 
CBM）に活用することで，解体を伴う大掛かりな検査
の周期を延伸することにより，車両検修の省力化および
低コスト化を図れる可能性が期待できる。
　本研究では，潤滑油センサを利用した駆動用機器の状
態監視システムを営業車両に適用するために，機器近傍
に設置可能な分析装置（以下，「車載型分析装置」）を試
作し，データ転送方法の検討，およびエンジン台上試験
と現車試験による状態監視システムの性能評価を実施し
た。以下にその結果を報告する。

2．車載型分析装置の試作

　営業車両のエンジン近傍への設置を考慮して潤滑油セ
ンサとポンプを組み込んだ車載型分析装置を試作した。
図 1に試作した装置の外観を示す。本装置は定置型分析
装置と同様の原理で測定する潤滑油センサを内部に有
し，エンジンの給油口や排油栓等から装置内部に導入し
た油の鉄粉濃度を，0～200ppmの範囲で前処理なしに
測定できる。測定後の油は再びエンジンのオイルパン等
に戻す構造としている。
　表 1に車載型分析装置の主な仕様を示す。定置型分析
装置から変更した点は以下のとおりである。

車載型潤滑油状態監視システムによるエンジンの状態診断
鈴村　淳一＊　　木川　定之＊　　生駒　一樹＊　　高重　達郎＊＊

Diagnosis of Engine Condition with an Oil Condition Monitoring System

Junichi SUZUMURA　　Sadayuki KIKAWA　　Kazuki IKOMA　　Tatsuro TAKASHIGE

　The authors have developed an on-board lubricating oil condition monitoring system, for diesel-powered 
vehicle, consisting of an oil analyzer and a date logger capable of communicating with an external terminal via 
Wi-Fi. The performance of the system was evaluated using a bench test which artificially simulates internal 
engine wear and an on-track test using a commercial vehicle. The results of the tests showed that the monitoring 
system operated normally and was able to detect an increase in the concentration of iron powder in the engine oil.
キーワード：潤滑油，潤滑油センサ，状態監視，摩耗粉，エンジン油，ディーゼルエンジン

 
＊　　材料技術研究部　潤滑材料研究室
＊＊　車両技術研究部　駆動システム研究室

鉃道総研報告　Vol.39,  No.7,  2025 1

論 文



（1）測定部にポンプ機能を持たせることによる小型化
　定置型分析装置では，油を循環させるためのポンプを
有しているため，ポンプが装置内のスペースの多くを占
めている。これに対し，車載型分析装置では，測定部に
設置されているモータを用いて，小型のロータリーポン
プを駆動することで油を吸引する機構を採用し，大幅な
小型軽量化を実現した。
（2）制御装置，表示・記録装置の省略
　定置型分析装置では，測定結果（鉄粉濃度）の表示・
記録，および装置の制御のため，制御装置およびタッチ
パネルを搭載している。これに対し，車載型分析装置で
は，電源投入時は常時油吸引および測定を実施すること
として制御装置を省略した。また，表示・記録装置も省
略して，鉄粉濃度に対応したセンサからの電流値を出力
することで，本体を小型化している。電流値は，任意の
表示器およびデータロガー等で，鉄粉濃度として表示・
記録可能である。
（3）DC24Vでの駆動
　定置型分析装置では駆動用電源を AC100Vとしてい
る。これに対し，車載型分析装置では，車両の床下で使
用されることを想定し，電源を一般型気動車で広く使わ
れている DC24Vとした。なお，電源電圧が異なる車両
（DC100V等）の場合は，装置仕様は変更せず，DC/
DCコンバータを設置することにより対応できる。

3．データ転送方法の検討

　2章で述べたように，試作した車載型分析装置では，
小型化およびコスト低減を目的として測定値の表示・記
録装置を省略しているため，別途データロガー等の外部
機器を用いて測定値を表示・記録する必要がある。そこ
で，Wi-Fiによるデータ通信を用いてタブレット端末や
スマートフォン等の任意の端末で測定値の閲覧および
データのダウンロードを可能とする記録装置を試作した。
　ここでデータ通信方法としてWi-Fiを適用した理由は
以下のとおりである。
①汎用的な技術であり，低コストで導入できる。
②無線法等の関係法令の規制対象外である。
③ タブレット端末やスマートフォン等，乗務員や検修社
員に貸与されている外部端末が利用可能であり，導入
の際の追加コストを低減できる。
④ 出区点検時における検修車庫や留置線等での状態診断
や，車両運用中の異常確認時における乗務員によるエ
ンジン近傍での状態診断では，必要なデータ通信距離
は最大で 20m程度と考えられ，Wi-Fiであればこの
通信距離に十分対応している。
　図 2に試作した記録装置の回路構成を示す。電源は車
載型分析装置本体と同じく DC24Vである。装置からの
出力は以下の要領で記録される。
① 装置からの出力電流（4～20mA）を 250Ωシャント抵
抗により電圧（1～5V）に変換する。
②  A/D変換ボード（MCP3208）にて出力電圧をデジタ
ル信号に変換する。

③ 出力電圧を，測定日時とともに，テキストファイル形
式で microSDカードに記録する。
　記録装置では，A/D変換ボード等を制御するマイコン
として，Wi-Fi通信機能を備えたもの（ESP32-WROOM-
32Eマイコンボード）を使用している。外部端末から記
録装置のアクセスポイントにアクセスし，パスワードを
入力すると，ブラウザにより測定値の表示，記録装置の
制御（時刻合わせ，測定間隔の変更，出力電圧から鉄粉
濃度への換算式の設定，microSDカードに保存された

図1　車載型分析装置の外観

表1　車載型分析装置の主な仕様

図2　車載型分析装置の外観
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データのダウンロード等）が可能なページを閲覧できる。
　エンジン油の鉄粉濃度では，振動加速度のような急激
な変化は発生しにくいと考えられるため，現段階では出
区検査時等の決まったタイミング，または車両運用中に
おける異音や排気異常等の異常発生時等にデータを確認
するような運用を想定して，状態監視システムの開発を
進めている。記録装置からのデータ取得についても，検
修社員や乗務員が必要に応じて手持ちの端末等にデータ
を表示，およびダウンロードする形態としている。
　ただし，車載型分析装置では電源が投入されている間
は常時測定を行っているため，リアルタイムの測定値を
運転台等に表示することも可能である。

4．エンジン台上試験による性能評価

　2章で述べた車載型分析装置と 3章で述べた記録装置
で構成される状態監視システムについて，実機エンジン
に設置して，エンジンを稼働させた状態での性能を評価
した。ここでは，エンジン油に硬質粒子である炭化ケイ
素（SiC）を混合することで，エンジン部品の摩耗を促進
させる台上試験（以下，「異常模擬試験」）を実施し，試
験中のエンジン油における鉄粉濃度の推移を，試作した
状態監視システムで測定し，異常検知の性能を評価した。

4. 1　実機エンジンへの状態監視システムの設置
　図 3にエンジンへの状態監視システムの設置状況を
示す。車載型分析装置を安定した状態でエンジンに取り
付けることができるように，配管および取り付け用台座
を製作した。車載型分析装置を取り付けた台座をエンジ
ンのコンプレッサ台にボルトで固定した。また，車載型
分析装置への給排油はエンジン油の給油口から行うこと
とした。オイルパンまで届く銅管を組み込んだ治具を製
作して，給油口フタに代えて給油口に設置した。治具か
ら車載型分析装置の配管を樹脂製ホースで接続した。測
定に供する油は，治具を介して給油口に取り付けられた
吸油管によりオイルパンから吸引され，測定後は同じ治
具に取り付けられた排油管を通ってオイルパンに戻る。
車載型分析装置と記録装置は配線で接続し，記録装置か
ら外部端末にWi-Fi経由で測定データが転送される。

4. 2　異常模擬試験の概要
　異常模擬試験は，鉄道総研国立研究所の台上試験装置
に，供試エンジンを設置し，アイドリング（エンジン回
転数約 600min-1）の条件で行った。本試験ではメインメ
タル等のエンジン内部部品に異常摩耗が発生する状態を
模擬するために，粒径 2～3μmの SiC粉末をエンジン
油に混入した状態でエンジンを回転させた。表 2に異常

図3　エンジン台上試験における状態監視システムの設置状況
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模擬試験の試番と試験開始からの運転時間，および各試
番における SiC濃度を示す。SiC濃度は 0.01～0.02wt%
とし，試番 3の開始前に SiC濃度が 0.02wt%になるよ
うに SiCを混合したエンジン油を給油した。また，各
試番の開始時や終了時などのタイミングで定置型分析装
置による測定も実施し，車載型分析装置による測定値と
の比較を行った。なお，今回実施した異常模擬試験にお
いては，試験開始から試験終了までエンジンの動作に異
常はなく，油温，油圧，排気温度等は正常な値であった。

4. 3　エンジン油の鉄粉濃度測定結果
　図 4に異常模擬試験中の鉄粉濃度を連続的に測定し
た結果を示す。3600秒付近（試番 1終了の手前），およ
び 5010秒付近（表 2に示す電源異常の影響を受けた箇
所）で一時乱れが見られたものの，おおむね安定してデー
タを取得できていることがわかる。詳細な鉄粉濃度の推
移は以下のとおりである。
　エンジン油に SiCを混入していない状態では，鉄粉
濃度の測定値は数 ppm程度である。エンジン油に SiC
を 0.01wt%混入した状態でエンジンを回転させると，
SiC混入直後から鉄粉濃度が上昇する。このことから，
エンジン内部のしゅう動部品が摩耗し，鉄粉が発生して
いると推定される。一方，時間が経過すると鉄粉濃度の
上昇が緩やかになり，SiC濃度を 0.01wt%とした試番 1
および試番 2では鉄粉濃度が約 150ppmに達すると鉄粉
濃度がほとんど上昇しなくなる。SiC濃度を 0.02wt%

に増加させた試番 3では，再度鉄粉濃度は上昇するが，
鉄粉濃度が 190ppmに達すると上昇しなくなる。また，
長期間停止したのち運転した試番 4では再度鉄粉濃度が
上昇するが，約 200ppmに達すると一定値となる。これは，
表 1に示す通り，車載型分析装置の仕様上，測定上限が
200ppmであるため，鉄粉濃度が 200ppmを超える領域
では正確に測定できていないことを示している。なお，試
番 4において，定置型分析装置（測定上限は 1000ppm）
を用いて測定を行うと，試験終了時点で 371ppmまで鉄
粉濃度が上昇していた。また，試番 1から試番 3までの
鉄粉濃度の推移は，定置型分析装置による分析結果とほ
ぼ一致した。
　著者らは過去に営業車両から採取したエンジン油の性
状分析を実施し，異常判定基準として 20ppmを提案し
た3）。異常判定基準は車両形式やエンジン型式等により
異なるものの，200ppmを超えることは考えにくいため，
エンジンの異常判定を目的とする場合は，測定上限が
200ppmであっても実用上問題はないと考えられる。

5．�現車試験による状態監視システムの実用性
能評価

　試作した状態監視システムについて，営業車両に設置
し，車両走行時の性能や耐久性等について検証すること
を目的として，営業車両を使用した現車走行試験を実施
した。本試験では，気動車に状態監視システムを仮設し，
車両工場の構内試運転線を使用して，走行試験（以下，
「構内走行試験」）を実施した。

5. 1　営業車両への状態監視システムの仮設
　営業車両への状態監視システムの仮設に際し，車載型
分析装置および配管は，エンジン台上試験と同様に取り
付け台座を使用してエンジンに固定した。車載型分析装
置への給排油についても，エンジン台上試験と同様に，
エンジンの給油口に取り付けた治具を使用し，配管と治
具を銅管で接続した。

図4　異常模擬試験における鉄粉濃度の推移

表2　異常模擬試験の概要
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　車載型分析装置および記録装置の駆動電源（DC24V）
は，車上から絶縁 DC/DCコンバータ（24V/24V）を介
して供給した。測定した鉄粉濃度のデータは，エンジン
台上試験と同様に，客室内に設置した外部端末から
Wi-Fi経由で取得した。また，車上に設置したデータロ
ガーにより，走行方向，ノッチ信号，走行速度（従軸速
度），エンジン回転数，エンジン油温度および装置近傍
の振動加速度（前後方向，左右方向）等のデータを記録
した。

5. 2　エンジン空ぶかしによる動作確認
　構内走行試験に先立ち，仮設後の状態監視装置および
計測器などの動作を確認するため，エンジンを空ぶかし
した際の鉄粉濃度を測定した。図 5にエンジン回転数に
対する鉄粉濃度測定値の推移を示す。アイドル回転時は
4～6ppmであった鉄粉濃度測定値が，ノッチが投入さ
れるとエンジン回転数の上昇に対して 7～8秒程度遅れ
て増加し，再びアイドル回転になると，エンジン回転数
の低下に対してやや遅れて低下する傾向が見られた。鉄
粉濃度測定値の最大は約 14ppmであった。なお，エン
ジン回転数の上下による鉄粉濃度測定値の増減は見られ
たが，再びアイドル回転に戻ると鉄粉濃度測定値は約
4ppm前後と，ノッチ投入前の値になった。エンジン回
転に伴う吸排油の不具合や，測定装置の配管の破損など
の異常は見られなかった。

5. 3　構内走行試験
　構内走行試験では，状態監視システムを仮設した試験
車両を，車両工場構内にある試運転線（約 250mの区間）
で走行させた。運転条件は，最高速度までのノッチおよ
びブレーキのパターンを試番ごとに指定し，最高速度到
達後は停止地点まで惰行走行とした。表 3に試番および
運転条件を示す。
　図 6に各試番における走行試験中の鉄粉濃度の推移
を示す。試番 1，試番 9を除く 9試番において，エンジ
ン回転数が上昇すると，7～8秒遅れて鉄粉濃度測定値

が増加する傾向がみられた。また，エンジンがアイドリ
ングになると，増加した鉄粉濃度測定値が徐々に低下し，
走行前と同程度（4～6ppm）に戻る傾向もみられた。こ
れは，5.2節で述べたエンジン空ぶかし試験の結果と同
様である。
　走行試験後のエンジンから油を採取し，誘導結合プラ
ズマ発光分析法（ICP法）によりエンジン油の鉄分濃度
を測定すると，約 6ppmであり，アイドリング時の鉄粉
濃度測定値と近い値であった。したがって，エンジン回
転数の上昇に伴う鉄粉濃度測定値の増加は，実際に鉄粉
濃度が上昇しているのではなく，潤滑油センサの構造や
仕様等に起因すると推定される。
　エンジン回転数の上昇に伴う鉄粉濃度測定値の増加が
確認された 9試番はいずれも 2ノッチ以上の走行条件
で，エンジン回転数が 1000min-1以上であることから，
鉄粉濃度測定値の上昇は，エンジン回転数が高いことに
より発生している可能性が考えられる。ただし，その上
昇幅は最大 45ppm（試番 3）から最小 10ppm（試番 11）
とばらつきがあり，また運転パターンに対する有意な傾
向も見られないため，原因の特定にはさらに詳細な検証
を行う必要がある。
　車両停止時および惰行時には，増加した鉄粉濃度測定
値の低下を除き，顕著な鉄粉濃度測定値の上下は見られ
なかった。また，配管の破損や採油・排油の異常，装置
本体や接続部等からの油漏れは，走行試験全体を通して

図5　エンジン空ぶかし時の鉄粉濃度測定値の推移

表3　試番と運転条件
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認められなかった。さらに，Wi-Fiによるデータ通信の
状況は記録装置から約 50mの範囲において良好であっ
た。以上から，エンジン回転数の上昇による鉄粉濃度測
定値の増加を除き，今回の試験走行の条件において，試
作した状態監視装置は正常に動作していたと判断できる。

6．状態監視システムの適用方法と課題

　状態監視システムを営業車両に適用する際の具体的な
運用方法について，以下が考えられる。
（1） 重要部検査および全般検査等，解体を伴う定期検

査の入場時に，事前にエンジン内部の摩耗状態を把
握し，検修計画を策定するために状態診断を行う。

（2） 交番検査等の更油時に，エンジン内部の異常の有
無や油の状態を判断する目的で状態診断を行う。

（3） 出区点検や仕業検査等の日常的な点検・検査にお
いて，エンジン内部の異常の有無を確認し，車両
運用中の故障を未然に防止する目的で状態診断を
行う。

（4） 乗務員が異音や排気異常等，異常の兆候を認めた
場合に，原因調査の一環としてエンジン内部の状
態を推定するために状態診断を行う。

図6　構内走行試験おける鉄粉濃度の推移（その1）
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（5） 営業列車の始発駅および終着駅等，車両運用中の
決められたタイミングで 1日数回～十数回程度の
状態診断を行い，CBMに向けたデータを取得する。

（6） 車両運用中を含め，エンジン稼働中は常時状態監
視を行い，CBMに向けたデータを取得する。

　5.2節で述べたとおり，状態監視システムはエンジン
回転数の増加が測定値に影響をおよぼすことが課題であ
るが，少なくともアイドリングの状態であれば正常に動
作する。上記運用のうち，（6）以外についてはアイドリ
ングでデータを取得することが可能であり，状態監視シ
ステムが適用できると考えられる。（6）については，
ノッチ投入によりエンジン回転数が増加しても鉄粉濃度

の測定値の変動を抑制できるようにセンサ側を改造する
等の検討が必要である。また，実際の異常診断において
は，測定データの蓄積および異常発生時のデータ解析を
行い，適切な異常判定基準を決定する必要がある。

7．まとめ

　潤滑油センサを利用した駆動用機器の状態監視システ
ムを営業車両に適用するために，車載型分析装置の試作
とデータ転送方法の検討，およびエンジン台上試験と現
車試験による状態監視システムの性能評価を実施した。
その結果，以下の知見が得られた。

図6　構内走行試験おける鉄粉濃度の推移（その2）
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（1） 車両に搭載可能な潤滑油センサを使用した車載型
分析装置，および測定データをWi-Fiを利用して
汎用的な外部端末に転送できる記録装置を試作
し，気動車のエンジンに設置可能であることを確
認した。

（2） 実機のエンジンを使用した台上回転試験により，
車載型分析装置と記録装置で構成される状態監視
システムを適用することで，異物混入によるエン
ジン内部の摩耗に伴う，油中鉄粉濃度の増加を把
握できることを確認した。

（3） 営業車両を使用した構内走行試験により，車両走
行時においても，給排油，測定およびWi-Fiによ
るデータ転動等は正常に動作することを確認し
た。一方，エンジンの回転数が上昇すると，鉄粉
濃度の測定値が影響を受けることが課題として示
された。
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1．はじめに

　深く根入れされた杭基礎などの基礎構造物は，地震時
に上部工からの慣性力だけでなく，地盤変位の影響も強
く受ける。そのため，このような構造物の地震応答値を
算定する場合には，慣性力と地盤変位の両者の影響を考
慮可能な解析モデル，解析手法を用いる必要がある。例
えば，地盤と構造物を一体でモデル化した動的解析法を
用いることで，慣性力と地盤変位の両者の影響を自動的
に考慮した応答値の算定が可能である。その一方で，耐
震設計実務においては，構造物のみをモデル化した静的
解析法が用いられることもある例えば 1）。この静的解析法
において，慣性力と地盤変位の両者の影響を適切に考慮
するためには多少の工夫が必要であり，鉄道構造物の耐
震設計では古くから応答変位法2）が用いられている。
　応答変位法によって構造物の地震応答値を算定する際
に，慣性力と地盤変位は必ずしも同時に最大とならない。
そのため，構造物の地震応答値の適切な算定や，これを
考慮した合理的な耐震設計，耐震診断，耐震補強を実現
するためには，作用の組合せ係数を適切に設定すること
が重要である。この作用の組合せ係数に関する検討は，
以前から実施されており例えば 3）4），これらの成果が建築
基礎構造物5）や鉄道構造物1）の設計に反映されている。

「鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震設計）」1）（以下，
鉄道標準）では，構造物の固有周期 Tsと地盤の固有周
期 Tgの比 αに対して，組合せ係数（補正係数 ν）を算
定可能である。ただし，この組合せ係数は限られた実験，
解析に基づいて設定されたものであるため，組合せ係数
の改良，高精度化を行う余地が多く残されている。
　こうした状況を踏まえて著者らは，地盤，構造物が線
形挙動をする場合に限定して網羅的な解析を実施し，こ
れを整理することで，組合せ係数の改良手法を提案して
いる6）7）。この検討では，地盤の固有周期 Tgが大きいほ
ど組合せ係数が徐々に減少する傾向があることを明らか
にするとともに，これを簡潔に考慮する手法を提案（図
1）し，組合せ係数の精度向上を実現している。
　しかし当然のように，L2地震動のような大規模地震
を想定した場合の地盤，構造物は大きく非線形化する可
能性があるため，このような地震を考える場合の組合せ

地盤と構造物の非線形化が応答変位法に用いる
慣性力と地盤変位の組合せに及ぼす影響

田中　仁規＊　　坂井　公俊＊＊

Influence of Nonlinearization of Ground and Structure on Combination of Inertia Force and 
Ground Deformation Used in Seismic Deformation Method

Niki TANAKA　　Kimitoshi SAKAI

　In order to improve the accuracy of combining inertia force and ground deformation when using the seismic 
deformation method, we focused on the respective nonlinear behavior of the ground and the structure. 
Specifically, dynamic analyses were conducted for various types of grounds and structures under the condition 
that one of them became nonlinear, and the combination coefficients for the ratio of the period of grounds to the 
period of structures were calculated. As the result, we confirmed that the variation of the combination of actions 
was reduced by considering not only the relationship between the natural period of grounds and structures, but 
also the degree of nonlinearity of each. Based on these results, we proposed a new method which simply takes 
into account the degree of plasticization of the ground and structure. Using the proposed method, it is possible to 
determine more appropriate combination coefficients of ground deformation and inertial force than conventional 
methods.
キーワード：耐震設計，応答変位法，慣性力，地盤変位，非線形挙動

図 1　地盤の固有周期を考慮した補正係数ν6）7）
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係数としては，地盤，構造物の非線形挙動の影響も適切
に考慮する必要がある。この非線形化の影響について，
鉄道標準では，地盤の周期 Tgを剛性低減係数 αgで除す
ることで簡易的に考慮している1）。この剛性低減係数 αg 

は，L1地震動に対して 0.70，L2地震動に対して 0.50
と一定の値が設定されている。その一方で，同一の地震
動レベルを考慮した場合にも，地盤条件によってその非
線形程度は大きく変化する。また，大規模地震時には構
造物も非線形挙動を示すため，この影響も適切に考慮す
る必要がある。これら非線形化の程度を簡易に考慮する
手法として等価線形化法が考えられるが，地盤を一つの
系とみなした場合の非線形化の程度を簡潔に表現する指
標は存在しない。
　そこで本稿では，地盤，構造物それぞれの非線形挙動
に着目して，応答変位法による慣性力と地盤変位を組み
合わせるための係数（以降，補正係数 ν）を高精度化す
るための検討8）について報告する。具体的には，地盤と
構造物のいずれか一方の非線形化挙動を考慮した上で，
多様な条件における地震応答解析を実施する。これらの
結果をもとに，地盤，構造物の非線形化の程度を簡易に
考慮，補正する手法を提案する。最後に，著者らが過去
に提案している地盤・構造物の補正係数の算定手法6）7）

とこの成果を組み合わせることで，現行の鉄道標準によ
る手法をそのまま用いた場合と比較して，より適切な結
果が得られることを確認する。

2．検討方法及び解析条件

2. 1　解析の条件
　本検討では，多様な地盤と構造物を組み合わせて網羅
的な動的解析を実施する。解析は，構造物の非線形挙動
に着目する場合と，地盤の非線形挙動に着目する場合に
ついて実施することとし，どちらか一方を線形条件，も
う一方を非線形の条件で行う。本章では，対象とした地
盤，構造物の解析条件，動的解析結果の処理方法につい
て整理する。
2. 1. 1　地盤の応答解析の条件
　地盤応答解析では地盤の時間領域の動的解析法を実施
した。対象地盤は，多様な地層構成を有する 50地盤を
用いる。この 50地盤は，全国の地盤ボーリングデータ
を用いた地盤応答解析による地表面地震動の確率特性を
良好に表現可能な標準地盤として提案9）されているもの
である。地盤の非線形モデルは，GHE-Sモデル10）を用
いるとともに，動的解析時の減衰定数は地盤のせん断弾
性波速度，土質分類をパラメータとして周波数依存性を
考慮した Q値の提案式11）に可能な限り一致するような
レーリー減衰を地盤毎に設定する。具体的な地層構成や
地盤パラメータの設定方法等は文献9）を参照されたい。

入力地震動は鉄道構造物の耐震設計で一般的に用いられ
る標準 L2地震動（スペクトル II）1）を基本として用いる
こととし，多様な非線形条件に対する結果を得るために
振幅を 0.1~2.0倍まで 20パターン変化させることとした。
2. 1. 2　構造物の応答解析の条件
　地盤応答解析で得られた地表面地震動を入力とした構
造物の応答解析を実施することで，構造物天端の応答波
形を算定する。構造物は，等価な 1自由度モデルで表現
する例えば 1）こととした。構造物のパラメータは固有周期
Ts と降伏震度 khyであるが，鉄道構造物の耐震設計では
これらのパラメータは構造物全体を多自由度系でモデル
化したプッシュオーバー解析によって算定することがで
きる。構造物の解析モデルは，基礎を含むすべての部材
を梁要素で，地盤と基礎の相互作用をばね要素でモデル
化している。そのため，この固有周期 Ts と降伏震度 khy

をパラメータとした解析モデルによって得られる構造物
応答は，地盤変位の影響を無視した上で，構造物の振動
特性としては地盤－基礎の相互作用も考慮した上での挙
動となる。そのため，地盤変位の影響を応答変位法によっ
て別途考慮することで，地盤－基礎－構造の影響を適切
に含んだ地震応答の評価が可能となる1）。
　この構造物の等価 1自由度モデルに与える構造物の
固有周期 Ts は，最終的な補正係数 ν の算定結果を地盤
と構造物の固有周期比 α （= Ts/Tg）で整理することを念
頭に，各地盤の固有周期 Tg に対して周期比 α が 0.1~2.5
まで 0.1刻みで 25タイプとなるように設定した。構造
物の減衰定数 hは 0.05とした。構造物の非線形特性は
鉄道 RC高架橋を想定して，骨格を降伏震度 khyで折れ
曲がるバイリニアモデル，履歴を Cloughモデル（第 2
勾配比 α = 0.1，戻り剛性指数 β = 0.2）とした1）。構造物
の降伏震度 khyは 0.05と 0.1~3.0の間で 0.1刻みの 31
パターンを設定した。
　なお今回の各条件の組み合わせによっては，構造物の
応答塑性率 μs（= 最大変位 δmax / 降伏変位 δy）が極端に
大きくなる場合も存在する。そこで最終的には，現在の
構造物が有する変形性能として現実的な範囲（μs≦
10）の結果を抽出して整理を行う。

2. 2　解析結果の整理方法
　地盤，構造物の応答解析から，それぞれ時刻歴応答 δg（t），
δs（t）が得られる。このうち δg（t）は解析モデル下端（工
学的基盤上面）からの地盤の相対変位，δs（t）は構造物の
応答変位であり，この両者を用いて補正係数 νを算定する。
ここで，本検討における構造物の応答としては応答加速
度（慣性力）ではなく応答変位を用いる。この理由として
は，鉄道構造物の耐震設計では慣性力に伴う構造物の応
答変位をもとに性能照査を実施しており，基本的には慣性
力と構造物の応答は 1対 1で対応する。しかしながら，
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構造物の応答加速度には構造物応答と関係のない高振動
数成分の影響が顕著になる場合があり，構造物の応答変
位とは対応しない状況も散見されるため，慣性力ではなく
変位に基づく整理を行うこととする。
　時刻歴応答をそれぞれの最大値 δg

max，δs
maxで正規化

した例を図 2に示す。地盤変位が最大となる瞬間（δg（t）/ 
δg

max = 1.0時）の構造物変位（図 2の赤色●印）と，構造
物変位が最大となる瞬間（δs（t）/ δs

max = 1.0時）の地盤変位
（図 2の緑色●印）をそれぞれ抽出し，これが各ケース
での補正係数 νとなる。
　ここで，横軸に地盤の正規化応答変位 δg（t）/ δg

max，縦
軸に構造物の正規化応答変位 δs（t）/ δs

maxで表示した結果
を図 3に示す。図 3（a），（b）はそれぞれ同一の関係を
図示しており，図 3（a）では地盤変位が最大となる瞬間，
図 3（b）では構造物変位が最大となる瞬間に着目して
いる。当然のように地盤変位，構造物変位のそれぞれが
最大となる瞬間は，それぞれ縦軸および横軸の値が＋1.0

あるいは－1.0となる線と点で接している（今回のケー
スでは，地盤変位最大時の ν= 0.46（図 3（a）の赤色×
印），構造物変位最大時の ν= 0.70（図 3（b）の赤色×
印））。ただし，それ以外にも地盤変位，構造物変位の組
合せがともに大きくなるタイミング（例えば図 3 （a），
（b）の黒▲印）が存在しており，構造物の設計を考え
た場合には，この瞬間の方が構造物の応答値や断面力，
損傷程度という観点でより厳しくなる可能性も考えられ
る。そこで，正規化した応答波形に対してパラメータ δr 

を設定し，δg（t）/ δg
max 及び δs（t）/ δs

max が δr 以上 1.0以下
の範囲での最大値，最小値を自動的に抽出し，これを上
限値，下限値として整理8）することとした。この δr は既
往の検討6）7）と同様に δr = 0.90を用いた。この場合の結
果も図 3に示しているが，このような対応を取ること
で，ある程度の幅を持った評価が可能であるとともに，
膨大な解析ケースに対しても自動での補正係数 νの抽出
が可能となる。

図 3　地盤変位－構造物変位関係の例
（地盤線形，構造物非線形，Tg= 0.12s，Ts= 0.04s，khy= 0.10 の場合）

図 2　正規化した地盤，構造物の応答変位波形
（Tg= 0.12s，Ts= 0.04s，khy= 0.10 の場合）
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3．�構造物の非線形挙動を考慮した条件での補
正係数

3. 1　補正係数νの算定結果
　前章で整理した条件に基づき，地盤，構造物のいずれ
か一方の非線形化を考慮した動的解析を網羅的に実施し
た。本章ではこのうち，地盤は線形とし，構造物の非線
形化を考慮した条件について整理，考察する。
　全解析ケースを対象に慣性力と地盤変位を組み合わせ
るための補正係数 νを算定し，地盤の固有周期 Tg と構
造物の固有周期 Ts の比率 α（= Ts/Tg）を指標として整理
した結果を図 4に示す。この図には，全データを一定の
範囲の周期比 αに分類（例えば 0.05≦α＜0.15，0.15≦α

＜0.25など）し，分類毎の補正係数 νの平均値，標準
偏差を算定した結果も示している。これを見ると，同一
の周期比 αであっても解析条件によって補正係数 νには
ばらつきが見られるが，全体的な傾向としては周期比 α

の増大に伴って補正係数 νは徐々に小さくなることが分
かる。これは上限値，下限値によらず共通して見られる
傾向であり，鉄道標準1）の表現（図 4の破線）で全体的
な傾向を表現可能であることが分かる。
　続いて，構造物の塑性化程度の違いによる補正係数 ν

の変化の傾向を把握するための整理を行う。まず図 4と
同様に全データを周期比 αで分類した上で，構造物の応
答塑性率 μsに対してもある一定の範囲毎に分類（例え
ば 1≦μs＜2，2≦μs＜3など）し，補正係数 νの平均値
を算定した。この結果を図 5に示す。図 5には，全結
果の補正係数 νの平均値（図 5の青色の●印），地盤と
構造物の両者を線形状態とした場合の補正係数 νの平均
値（図 5の赤色の●印）も示している。
　図 5より，同一の周期比 αであっても構造物の応答
塑性率 μsが大きくなるにしたがって，徐々に補正係数 ν

が小さくなっているように見える。これは別の解釈とし
て，応答塑性率 μsが大きくなるに伴って，全体的に補

図 4　構造物が非線形の場合の補正係数の上限値及び下限値（全結果）

図 5　構造物が非線形の場合の補正係数の平均値（構造物が線形の場合との比較）
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正係数 νが徐々に左側に移動していると捉えることもで
き，本検討では非線形化に伴う周期比 αの変化という観
点で考察を行う。具体的には，構造物の非線形化に伴っ
て振動中の卓越周期が固有周期 Tsよりも長くなる。そ
の結果として見かけの周期比 αが線形時の周期比 αよ
りも大きくなるため，結果として構造物の非線形化に
伴って全体的に左側に移動していると解釈される。

3. 2　構造物の非線形挙動考慮の検討
　前節での検討より，構造物の非線形化に伴う振動卓越
周期の長周期化によって，構造物線形時と比較して補正
係数 νの傾向が変化することを確認した。そこで，構造
物の振動卓越周期を等価線形化法に基づく式 (1)で補正
することで，構造物の非線形化に対応することを考える。
この時に，各要素の非線形化に伴って補正係数 νを変化
させる方法も考えられるが，鉄道構造物の耐震設計では
地盤の非線形化の影響を周期補正によって表現してい
る1）ため，本検討においても周期を補正することで補正
係数 νを適切に表現する方法を採用する。

 (1)

　ここで，Ts'：補正後の構造物の固有周期（s），μs：構
造物の応答塑性率，βs：換算係数である。この換算係数
βsとして 0.4，0.65，0.8，1.0を設定し，これらの中か
ら適切な条件を選定することとした。具体的には，式 (1)
により補正係数 νが線形状態に近くなる換算係数 βsを
選定する。この時に，式 (1)で構造物の非線形化の影響
を補正することによって，周期比 α（= Ts/Tg）が様々な
値になるが，今回は補正後の周期比 αをある範囲（例え
ば 0.05≦α＜0.15，0.15≦α＜0.25など）に分類するとと
もに，各分類の補正係数 νの平均値を算定し，周期比 α

の範囲の代表値（α= 0.1，0.2など）に対してプロット
することとした。最終的に得られた結果を図 6に示す。
この図には，図 5と同様に線形状態，および非線形化の

影響を補正していない状態での平均値も併せて示す。図
6を見ると，構造物の非線形化の影響を補正することで，
補正係数 νの分布が全体的に右側に移動していることが
確認できる。このうち補正係数 νの下限値の結果（図 6 
（a））に着目すると，βs = 0.65や βs = 0.80において線
形状態と近い結果が得られる。一方で，上限値（図 6 
（b））に着目すると βs = 0.40や βs = 0.65において線形
状態と近い値となっている。
　以上を踏まえて，βs = 0.65を用いて構造物の非線形挙
動の影響を考慮することとした。最終的には，式 (1)に
おいて Ts'≧Tsを制約条件として，次式によって構造物
の非線形挙動を考慮することになる。

　　　　　　　　　（0.65 μs < 1の場合）

　　　　　　　　　（0.65 μs≧ 1の場合）
 （2）

　以上の方法で補正した構造物の固有周期 Ts'を用いて
算定した周期比 α及び補正係数 νの関係を図 7に示す。
これを見ると，上限値，下限値ともに補正ありの場合（図
7の青色の●印）は補正なし（図 7の橙色の○印）に比
べて線形状態（図 7の赤色の●印）の分布に近づくこと
が確認できる。つまり，式 (2)によって構造物の非線形
化程度を補正できている。そのため，式 (2)を用いて簡
易的に構造物の非線形化の影響を考慮するとともに，こ
の周期 Ts'を用いて筆者らが提案6）7）する補正係数 νを
推定することで，従来の構造物非線形挙動の影響を無視
していた場合と比較して，より信頼性の高い補正係数 ν

の設定が期待される。

4．�地盤の非線形挙動を考慮した条件での補正
係数

4. 1　補正係数νの算定結果
　続いて本章では，構造物は線形とし，地盤の非線形挙

Ts' = βsµs × Ts

Ts' = Ts

Ts' = 0.65µs×Ts

図 6　構造物が非線形の場合の補正係数の平均値（換算係数の比較 βs の比較）
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動を考慮した条件の結果を対象に整理，考察を行う。全
解析ケースに対して補正係数 νを算定し，周期比 αで整
理した結果を図 8に示す。これを見ると，同一の周期比
αであっても補正係数 νは大きくばらつく。平均値の傾
向に着目すると，周期比 αが大きくなると補正係数 νは
多少小さくなっており，鉄道標準による補正係数1）（図
8の破線）と同様の傾向ではあるが，その変化の程度は
大きく異なっている。これは前章と同様に，地盤の非線
形挙動によって振動卓越周期が変化するため，従来の線
形時の周期比 α（= Ts/Tg）では全体の傾向を表現できて
いないためであると考えられる。

4. 2　地盤の非線形挙動考慮の検討
　地盤の非線形化の程度を固有周期 Tgに考慮する方法
を考える。構造物の非線形化の大小は，応答塑性率 μs

によって定量的に表現可能である。これに対して地盤の

非線形化の程度を一般化する指標は存在せず，例えば鉄
道標準では L1地震動，L2地震動という地震動のレベ
ルに応じて非線形化の程度を一つ設定している。しかし
ながら，当然のように当該箇所の地盤条件によって非線
形化の程度も大きく変化するため，これを適切に考慮で
きることが望ましい。
　そこで本検討では，次式によって地盤の応答塑性率
μgを定義し，これによって地盤の非線形化程度を考慮
する方法を提案する。

 (3)

　ここで，μg：地盤の応答塑性率，δmax：最大応答変位
（cm），δr：規準変位11）（cm）である。この規準変位 δrは，
表層地盤全体としての剛性が初期の 0.5倍になる時の地
表面変位として定義され，表層地盤の静的非線形解

µg = δmax δr⁄

図 7　構造物の非線形化を考慮した補正係数の平均値（構造物が線形の場合との比較）

図 8　地盤が非線形の場合の補正係数の上限値及び下限値（全結果）
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析12）によって算定することが出来る。またこの規準変
位 δrと固有周期 Tgのみから，次式によって表層地盤の
強度に関する指標の一つである地盤強度比 Kf

13）を算出
することも可能である。

 (4)

　この地盤強度比 Kfを指標として用いることで，地盤
増幅率の高度化14）15），大規模地震時の地盤分類の高度
化16）17）等が可能であることを確認している。この地盤
強度比 Kfを制御する指標である規準変位 δrは，地盤の
非線形化のしやすさを表現するものであり，最大変位
δmaxをこれで除することで，構造物の応答塑性率 μsと同
様に非線形化の大小を適切に表現可能となることが期待
される。
　そこで，式 (3)によって算定される地盤の応答塑性率
μgの値毎に，地盤が非線形の場合の補正係数の分布を
図 9に黄緑色の実線で示す。この図には，地盤線形とし
た場合（図 9の赤色の●印）の結果，地盤非線形の場合
の全結果の平均（図 9の青色の●印）も示している。こ
の結果より，地盤の応答塑性率 μgが大きいほど，線形
時の補正係数との乖離が大きくなっており，線形状態に
比べて徐々に右に移動しているように見える。これは，
地盤の非線形化に伴って振動中の卓越周期が固有周期
Tgよりも長くなり，結果として見かけの周期比 αが小
さくなったためであると捉えることができる。そのため，
今回新たに式 (3)という形で提案を行った地盤の応答塑
性率 μgという指標で整理することで，地盤の塑性化の
程度を簡易的に表現できていると解釈できる。
　そこで，地盤の応答塑性率 μgを考慮して地盤の固有

周期 Tgを補正することを試みる。この時には前章の構
造物における検討と同形式の次式によって，地盤の非線
形化を簡易的に考慮する。

 (5)

　ここで，Tg'：補正後の地盤の固有周期，βg：換算係数
である。この換算係数 βgについて，構造物非線形化の
検討と同様に 0.4，0.65，0.8，1.0を設定し，地盤線形
条件の結果と比較を行った結果を図 10に示す。図 10
から，式 (5)によって地盤の非線形挙動の影響を考慮す
ることで，線形時の結果により近い傾向を示すことが確
認できる。ただし，補正係数 νの傾向は下限値，上限値
ともに換算係数 βgによって大きく変わらない。図 10
（b）に示した上限値の細部に着目すると，線形状態で
は周期比 αが 0.3～0.5の範囲で補正係数 νが多少大き
くなる一方で 0.5以降において減少しているが，これと
同様の傾向が βg=0.65とした結果において確認できる。
　そこで，①構造物非線形化との整合性があること，②
地盤の等価線形化法における有効ひずみ換算係数の代表
的な値が 0.65である例えば 18）こと，③図 10（b）の線形
状態と補正係数 νの変化の傾向が類似していること等を
勘案して，本検討では βg = 0.65を採用し，以降の考察
を行うこととする。なお，構造物非線形化の検討と同様
に Tg'≧Tgを制約条件とすると，式 (6)により地盤の非
線形挙動を簡易に考慮することになる。

　　　　　　　　　（0.65μg<1の場合）

　　　　　　　　　（0.65μg≧1の場合）
 (6)

Κf =
1

Τg
2 ⋅δr

Tg' = βgµg×Tg

Tg' = Tg

Tg' = 0.65µg×Tg

図 9　地盤が非線形の場合の補正係数の平均値（地盤が線形の場合との比較）
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　以上の方法で補正した地盤の固有周期 Tg'から算定し
た周期比 α及び補正係数 νの関係を図 11に示す。これ
を見ると上限値，下限値ともに補正ありの場合（図 11
の青色の●印）は補正無し（図 11の橙色の○印）に比
べて線形状態（図 11の赤色の●印）の分布に近づくこ
とを確認した。さらに，鉄道標準1）による地盤の非線形
化の換算方法（図 11の紫色の○印）と提案手法の結果
を比較すると，下限値には大きな差が見られないが，上
限値は明らかに提案手法の方が線形状態に近くなってい
る。そのため，今回提案した地盤の応答塑性率 μgを用
いて簡易的に非線形化の影響を考慮し，これを用いて筆
者らが提案7）する補正係数 νを算定することで，補正係
数 νの精度向上が期待される。

5．提案手法の有効性の確認

　これまでの検討によって，構造物，地盤それぞれの非
線形挙動の影響を考慮した上で，補正係数 νを算定可能
となる。ここでは，この提案手法の有効性を確認する。
具体的には，前章までの全解析結果に対して，式 (2)，
式 (6)を用いて各固有周期の補正を行うとともに，これ
より得られる周期比 αを用いて補正係数 ν7）を算定した。
得られた補正係数 νを，動的解析によって得られる補正
係数 νと比較した結果を図 12（構造物の非線形化を考
慮した条件），図 13（地盤の非線形化を考慮した条件）
に示す。これらの図には，鉄道標準1）に基づく補正係数
も従来法として示している。
　構造物の非線形化を考慮した図 12では，上限値，下

図 10　地盤が非線形の場合の補正係数の平均値（換算係数の比較 β の比較）

図 11　地盤の非線形化を考慮した補正係数の平均値（地盤が線形の場合との比較）
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限値ともに提案手法を用いて補正を実施することで，従
来法よりも動的解析による補正係数に対して 1対 1に
近づき，ばらつきも小さくなった。従って，提案手法に
より構造物の非線形化の影響を適切に補正できている。
また，地盤の非線形化を考慮した図 13においても，従
来法と比較して提案手法の方が動的解析による補正係数
により近く，ばらつきも小さくなり，より適切に地盤の
非線形化の影響を考慮できていることが確認される。つ
まり提案手法を用いて地盤，構造物の非線形化の程度を
簡易に考慮することで，従来の設計で用いられている補
正係数と比較して，より適切な作用の組み合わせが設定
可能であると言える。

6．まとめ

　本検討では，杭基礎などの基礎構造物の地震応答値を
応答変位法によって算出する際の慣性力と地盤変位の組
合せ係数の高度化に向けた検討を行った。得られた知見
を以下に示す。

（1） 多数の地盤，構造物に対して非線形動的解析を実
施するとともに，この結果から慣性力と地盤変位
の補正係数 νを自動処理する方法を整理した。こ
の補正係数 νを地盤と構造物の周期比 αで整理し
たところ，地盤，構造物の非線形化に伴って，補
正係数 νの分布形状は両者線形の時と比べて左右
（周期比 α軸方向）に徐々に移動する傾向を示す
ことを確認した。

（2） 地盤，構造物の非線形化の影響を周期比 αに簡易
に考慮可能とするため，それぞれの固有周期を非
線形化程度で補正する方法を検討した。構造物の
非線形化を表す指標としては応答塑性率 μsを用い
た。地盤に対しては，最大変位 δmaxを規準変位 δr

で正規化したものを地盤の応答塑性率 μgとして定
義し，これを非線形化の程度を表す指標とするこ
とを提案した。

（3） 地盤，構造物それぞれの応答塑性率 μs，μgを用いて，
固有周期を補正する簡易な式の整理を行い，両者
に同一の補正係数（具体的には換算係数 βs，βg = 

図 12　提案手法の有効性の確認（構造物：非線形，地盤：線形）

図 13　提案手法の有効性の確認（構造物：線形，地盤：非線形）
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0.65）を考慮することで，地盤，構造物が非線形
した場合においても線形時の結果に近づくことを
確認した。さらに，今回提案した手法によって補
正係数 νを算定することで，従来よりも高い精度
で作用の組合せ係数を設定可能であることを確認
した。

　今回整理した方法を用いることで，これまで考慮して
いなかった地盤条件の違いに伴う非線形化程度の変化
や，構造物の非線形化の程度を考慮した上でのより適切
な慣性力と地盤変位の組合せの補正係数 νの設定が可能
となり，結果として耐震設計の高度化，合理化が期待さ
れる。
　ただし本検討では，地盤，構造物のいずれか一方を非
線形とした検討に留まっている。またそれぞれの非線形
化に伴う周期の変化は補正しているが，減衰の変化によ
る影響等は無視している。さらに，実際の構造物を対象
とした妥当性の検討，設計への影響等も含めて今後さら
に検討を実施する予定である。
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1．はじめに

　構造物の耐震設計では，構造物への地震作用，設計地
震動を適切に設定することが重要である。近年の設計で
は，震源断層を特定した強震動予測やその他の手法に
よって設計地震動を評価，選択する事例が増えてきてい
る例えば 1）～5）。その一方で，対象とする施設，条件等によっ
ては標準的な設計地震動を用いる場合もある例えば 6）7）。
また，設計地震動を定義する位置としても，地表面位置
で設定する場合6）や耐震設計上の基盤面位置で設定する
場合7）など，いくつかのバリエーションが存在する。
　いずれの場合においても，表層地盤の特性によって地
表面位置の地震動特性が大きく変化することは以前より
知られており例えば 8）9）10），地上構造物の耐震設計を行う
際には地点ごとに表層地盤の特性を個別に考慮，評価す
る必要がある。この時には，表層地盤を有限要素でモデ
ル化した逐次非線形動的解析や周波数領域の解法によっ
て地震動波形を算定する方法が有効である。その一方で，
一般的な道路橋，鉄道構造物の耐震設計，耐震診断等で
は表層地盤の固有周期 Tgによって地盤を分類し，これ
に応じて地表面位置の地震動波形を選択する方法が一般
に用いられている（表 1，表 2）6）7）。
　地盤の固有周期 Tgは，固有値解析やいわゆる 4分の
1波長則などのような簡易な手法によって算定すること
ができる。このうち固有値解析では基盤よりも下層を固

定条件で計算することになり，基盤との相互作用は一般
に無視している。また 4分の 1波長則においても基盤
の影響は無視することになる。
　その一方で，例えば鉄道構造物の耐震設計における設
計地震動は，解放基盤面での波形として評価されてい
る7）11）。そのため，各地点の反射波の影響を適切に考慮
するための地盤モデルとしては，基盤も考慮した上で地
表面地震動を算定する必要がある。この時の地盤の固有

耐震設計上の基盤面と表層地盤の相互作用が�
卓越周期に与える影響

坂井　公俊＊

Effect of Interaction between Bedrock and Surface Layer on the Predominant Period of Surface Layer

Kimitoshi SAKAI

　A study was conducted to understand the effect of engineering bedrock on the predominant period of surface 
layer. The results confirmed that even when the natural period Tg derived from eigenvalue analysis is the same, 
the interaction with engineering bedrock can cause significant changes in the predominant period and ground 
motion. Additionally, it was clarified that the influence of engineering bedrock is likely to shorten the 
predominant period compared to Tg when the natural periods of the first and second modes from eigenvalue 
analysis are relatively close or when the shear stiffness of the surface layer is relatively large. We have proposed 
a method to easily correct this tendency, and have confirmed that it can estimate the dominant period of the 
ground more accurately. It is expected that the insights obtained in this study will improve the accuracy with 
which the predominant period of ground during earthquakes can be estimated, and enable ground motion to be 
evaluated while taking into account the uncertainty of the predominant period.
キーワード：固有周期，卓越周期，耐震設計上の基盤面，表層地盤，地盤種別

表2　鉄道構造物の設計時に用いる地盤分類7）

表 1　道路橋の設計時に用いる地盤分類6）
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周期 Tgは，基盤との相互作用も含んだ上での地震増幅
の卓越周期となっている必要があるが，現状ではこの影
響は無視している。鉄道構造物の耐震設計上の基盤面と
しては，① Vs＝400m/s以上の比較的強固な連続地層で
あることに加えて，基盤との相互作用の影響が小さくな
るような配慮として，②上層との Vsの差が十分に大き
く，下層との Vsの差が小さいこと，も条件として明記
されている7）。しかしながら，実際の地盤調査において
上記②を満足するような地層まで調査している事例は限
定的であり，これが地震増幅の卓越周期に与える影響を
整理しておく必要がある。
　下端の境界条件，最表層と基盤のインピーダンス比に
よって応答倍率が大きく変化することは以前からよく知
られているものの，基盤との相互作用が表層地盤の固有
周期 Tgに与える影響を定量的に評価した事例はほとん
ど見当たらない。その一方で固有周期 Tgの評価は，地
表面地震動の卓越周期の評価と関係が深いため，地上構
造物の耐震設計を考える上では非常に重要な指標である。
　そこで本稿では，基盤との相互作用が地震増幅の卓越
周期に与える影響を把握することを目的とした検討12）

に関して報告する。具体的には 2章においてサンプル地
盤を対象に固有値解析，周波数応答解析等を実施する事
で，モデル下端の境界条件の違いによる固有周期 Tgの
変化の可能性について整理を行う。続いて 3章では，多
数の地盤に対して同様の検討を実施する事で，固有周期
Tgが変化する可能性のある条件を整理するとともに，
これを簡易に特定，補正する手法を提案する。
　ここで設計地震動を定義する地盤面に関して，基盤で
解析領域を分離して地震動を設定する問題点を指摘する
事例13）もある。これについて，現在の設計における取
り扱い例えば 7）を重視して，本検討では共通した地震動を
基盤位置で設定することとする。またこの時に想定する
地震動レベルとしては，鉄道構造物の耐震設計で用いて
いる L1地震動7）のような比較的振幅レベルの小さな地
震動を対象とする。地震動の振幅レベルがより大きくな
ると，地盤の非線形挙動の大小や地盤の強度特性が地表

面地震動の評価，分類には重要となる例えば 14）15）が，今
回は比較的振幅レベルが小さな地震動を対象としている
ため，地盤の非線形挙動よりも弾性時の地震増幅のピー
ク周期に着目した議論を行う。
　なお，地盤の固有周期 Tgは，下端固定条件での固有
値解析によって算定される 1次固有周期を指すことが
一般的であると思われるが，本検討では各種手法によっ
て算定される 1次のピーク周期，地震増幅のピーク周期
（卓越周期）も Tgで表現することとする。また本検討
では基盤よりも上層の地盤のみを取り扱うこととし，以
降で述べる基盤は全て耐震設計上の基盤面を指している。

2．�耐震設計上の基盤面が地盤の卓越周期Tg に
与える影響

　ここでは地層構成の異なるサンプル地盤を対象とし
て，各種手法によって地盤の卓越周期 Tgを算定する。
この結果から，基盤の境界条件の設定方法によって Tg

が変化する場合があること，地表面地震動の特性が大き
く変化する場合があることを示す。検討に用いるのは図
1に示す 2地盤（地盤 A，地盤 B）とした。まず，地盤
A，Bを対象に固有値解析を実施した結果を表 3，表 4
に示す。固有値解析を実施する場合にはモデル下端を固
定条件としているため，基盤との相互作用は無視した結
果である。これを見ても分かるように，今回検討に用い
た地盤 A，地盤 Bはともに固有周期 Tg＝0.572秒と同一
の値となっている。これを鉄道構造物の耐震設計時に用
いる地盤種別7）（表 2）で考えると，いずれも G4地盤に
該当する。なおこの 2地盤は，次章で検討を行う多数の
地盤データベースの中から固有周期 Tgが同一になる地
盤を抽出したものである。
　この地盤 A，Bを対象に周波数応答解析を実施する。
この時には基盤の影響を考慮することとし，基盤として
設定した地盤（Vs＝400m/s，γ＝20kN/m3）が半無限に
連続するものとして表層地盤の伝達関数を計算する。地
盤の減衰は地盤のせん断弾性波速度，土質分類をパラ

図1　検討に用いる地盤の速度構造，土質分類
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メータとして周波数依存性を考慮した Q値の提案式16）

に出来る限り一致するようなレーリー減衰を設定してい
る17）。この条件に基づいて周波数応答解析を実施した結
果を図 2に示す。なおこの図には固有値解析によって得
られた各モードの固有振動数を縦点線で示している。こ
れを見ると，地盤 A（図 2（a））では固有値解析による
1次，2次振動数において明瞭なピークが見られる。そ
の一方で地盤 B（図 2（b））では 1次，2次固有振動数
のいずれにおいてもピークは見られない一方で，その間
（2.5Hz程度）にピークが存在している。この卓越周波
数 2.5Hzは 0.4秒であり，これを地盤の固有周期だと考
えると，表 2の地盤分類では G3地盤に該当する。つま
り固有値解析による地盤分類（G4地盤）とは異なる結
果が得られることになる。
　続いてこの地盤 Bを対象に，基盤のせん断弾性波速
度を Vs＝400m/s，700m/s，1000m/sと段階的に変化さ
せた条件において周波数応答解析を実施した結果を図 3
に示す。この結果より，基盤を Vs＝700m/s以上とした
条件では，1次，2次のピークとも固有値解析で得られ
た固有周期と良好に一致していることが分かる。固有値
解析はモデル下端を固定条件で解いており，当然のよう
に基盤 Vsを非常に大きな値としていることと同義であ
るため，基盤 Vsを大きく設定することで，固有値解析
の結果と同一の周期が卓越する結果が得られている。こ

れが基盤との相互作用による影響であり，地盤 Bのよ
うな地盤では，固有値解析によって得られた卓越周期と
は異なる周期における増幅が大きくなる場合があること
が分かる。

3．�地震動の卓越周期が耐震設計上の基盤面の
影響を受ける条件の整理

3. 1　解析の条件
　本章では，多様な地層構成を有する地盤に対して前章

表3　固有値解析結果（地盤A） 表 4　固有値解析結果（地盤B）

図 2　周波数応答解析結果（基盤の影響を考慮した場合）

図3　�基盤のVs を変化させた条件での周波数応答解析
結果（地盤B）

鉃道総研報告　Vol.39,  No.7,  2025 21



と同様の検討を行う事で，基盤の存在によって地盤の卓
越周期が変化する条件の整理を行う。ここでは，検討に
用いる地盤情報と解析条件について示す。
　対象とする地盤は，全国の地盤調査結果を統一的な指
標で抽出，整理，解析モデル構築まで行ったデータベー
ス18）を用いることとする。ただし，この後の分析にお
ける解析精度を保つため，固有値解析に基づく地盤の 1
次固有周期 Tgが 0.05～2.0秒の範囲のデータ，地盤の分
割数が 10分割以上のデータのみを抽出して用いる。結
果として，全 108,730地点の地盤情報を用いて分析を
行っている。
　これら全データを用いて解析的な検討を行う。この時
には，前章と同様に固有値解析と周波数応答解析を実施
する。なお周波数応答解析を実施する際には，モデル下
端に Vs＝400m/s，γ＝20kN/m3の基盤が半無限に続くと
仮定し，得られる周波数応答関数の 1次ピークを地盤の
固有周期，卓越周期とした。なお当然ではあるが，下端
固定条件での周波数応答解析によるピーク周期と固有値
解析による固有周期がほぼ一致することは別途確認して
いる。
　以降では，固有値解析によって得られる基盤の影響を
無視した固有周期を Tg

E＋F，周波数応答解析による基盤
の影響を考慮した固有周期を Tg

2Eとあらわす。これと
ともに，現時点でも地盤の固有周期を推定する手法とし
て用いられることのある式 (1)による簡易算定法による
評価も実施し，これを Tg

Sとあらわす。この Tg
Sによる

結果は，簡易法の精度を大まかに把握することが目的で
あるため，3.3節以降の詳細な分析では取り扱わない。

 (1)

3. 2　各種手法による地盤の卓越周期Tg の算定結果
　前節の条件に基づいて，各手法による地盤の固有周期
Tg

E＋F，Tg
2E，Tg

Sを算出した。これら固有周期のうちど

れを正解と捉えるかは様々な考え方ができるが，本検討
では「解放基盤位置で設計地震動が規定された際の地震
増幅のピーク周期」を把握する事を中心に考えることと
し，Tg

2Eを正解値として考えることとする。
　まず，各手法による固有周期 Tgの算出結果を比較し
たものを図 4に示す。なおこれらの図には，鉄道構造物
の耐震設計における地盤種別の区分（表 2）7）も補助線
で示すとともに，G2～G7を記載している。これを見る
と，各手法による固有周期 Tgは調和的で，概ね 1：1の
直線に乗る結果となっている。そのため地盤の硬軟の傾
向を表現する手法としては，各手法とも有効であること
が分かる。その一方で図 4（b）を見ると，式 (1)を用
いた簡易法に基づく Tg

Sは Tg
2Eとのばらつきが多少大き

くなっているとともに，全体的な傾向としては Tg
Sの方

が固有周期を長めに評価していることが分かる。設計地
震動の一般的な傾向として，地盤の固有周期が長いと地
上構造物への慣性力は相対的に小さくなる傾向がある7）

ため，式 (1)によって地盤の固有周期を算定する場合に
は，この点も留意する必要があると言える。
　固有値解析によって得られる Tg

E＋Fの有効性を示す図
4（a）の結果はほぼ 1：1の直線上にあるため，簡易法
による固有周期 Tg

Sの結果と比較すると Tg
E＋Fは相対的

に高い精度を有していると言える。ただし，条件によっ
ては Tg

2Eと多少異なる固有周期となる地盤も存在し，
全体的な傾向として Tg

E＋Fの方が固有周期を長めに評価
している結果が散見される。
　図 4の結果を見ると，各手法による固有周期 Tgの算
定結果の違いによって，各図に補助線で示した表 2の地
盤種別の区分を跨ぐような地盤も存在する。Tg

2Eによる
地盤種別を正解とすると，異なる地盤種別と判定される
割合は，簡易法による Tg

Sを用いた場合は 17.0%，固有
値解析による Tg

E＋Fを用いた場合は 3.2%であった。そ
のため，これらの手法による固有周期 Tgを用いて，地
盤種別の判定や設計地震動の設定を行う際には，得られ
る結果に誤差が含まれることを認識した上で適切な対応

S
g

s

4HT
V

= ∑

図4　各手法による地盤の固有周期Tg の比較
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を行う必要があると言える。

3. 3　�耐震設計上の基盤面の影響によって卓越周期が変
化する条件の把握

　ここでは，基盤の影響を無視した固有周期 Tg
E＋Fが地

震動の卓越周期 Tgと異なる条件を把握するための検討
を行う。前章の検討結果より，地盤 Bでは基盤との相
互作用によって，1次モードと 2次モードの中間的な周
波数でピークが見られる。また地盤 Aと地盤 Bを比較
すると，地盤 Bの方が 2次モードの固有振動数が小さ
くなっており，1次モードにより近接していることが分
かる。そのため，1次モードと 2次モードの固有周期の
比率によって基盤の影響の大小が表現できると考えて，
各地盤の整理を行った。
　横軸に固有値解析による 1次モード固有周期 Tg(1)E＋F

と 2次モード固有周期 Tg(2)E＋Fの比率を，縦軸に周波数
応答解析による基盤の影響を考慮した固有周期 Tg

2Eと
固有値解析による 1次モード固有周期 Tg(1)E＋Fの比率を
取った結果を図 5に示す。この図には，横軸を一定間隔
毎に分割したデータの平均と標準偏差も示している。こ
れを見ると，固有値解析による固有周期の比率 Tg(1)E＋F/
Tg(2)E＋Fが大きい条件では縦軸（Tg

2E/Tg
E＋F）が概ね 1.0

となっており，基盤の影響はほとんど受けていないこと
が分かる。またこの領域では，Tg

2E/Tg
E＋Fが 1.0よりも

小さくなる結果も散見されるが，これは地盤の減衰の影
響で固有周期が多少変化する現象によるものであること
を確認しており，本検討の対象としては取り扱わない。
その一方で，Tg(1)E＋F/Tg(2)E＋Fが 2.5程度よりも小さく
なると徐々に縦軸が 1.0よりも大きくなっており，基盤
の影響を無視することで固有周期を長めに評価してし
まっている。また各結果のバラツキはそれほど大きくな
いため，固有値解析による 1次モードと 2次モードの
固有周期の比率によって基盤の影響の大小を適切に抽出
できる事が確認された。
　また前章の検討（図 3）でも見られたように，基盤と
表層地盤の剛性差が小さいほど，基盤との相互作用の影
響が大きくなりやすいと考えられる。また当然のように，
表層地盤の中ではより深部の剛性が重要な意味を持って
いると考えられる。そこで，最下層から一定の範囲にお
ける平均 S波速度 VS

aveを算定し，この変化に対する正
解値の固有周期との比率 Tg

2E/Tg
E＋Fの変化を整理した。

この時に，最下層の VS，最下層から 3，5，10mの
VS

ave，表層地盤全体の VS
aveをそれぞれ一定の範囲で分

割し，図 5と同様の表現でプロットし比較した。各結果
は紙面の都合上省略するが，最下層から 10mにおける
VS

aveで分割することで，各結果を比較的明瞭に区分す
ることができた（図 6）。図 6より，平均 VSが大きいほ
ど横軸（Tg(1)E＋F/Tg(2)E＋F）の変化に伴う縦軸（Tg

E＋F/

Tg
2E）の変化が顕著になっており，基盤の影響が相対的
に大きくなることが分かる。
　以上より，表層地盤，特に下端から 10mの平均 VSが
比較的大きく，かつ固有値解析による 1次モードと 2
次モードの固有周期が比較的近接している地盤では，基
盤の影響によって卓越周期が変化する可能性が高くなる
という傾向が確認された。

3. 4　�耐震設計上の基盤面の影響を含む固有周期Tg の
簡易な補正方法

　前節の検討により，基盤の影響によって地盤の卓越周
期が変化する可能性のある条件の抽出を行った。このよ
うな地盤においては，基盤の影響を考慮した周波数応答
解析等を実施する事で，この影響も適切に含んだ上での
卓越周期 Tgを算定することができる。その一方で，鉄
道橋りょう・高架橋の耐震設計に一般に用いられている
JRSNAPでは固有値解析機能はあるものの周波数応答
解析機能は存在しない等，設計に用いることのできる
ツールの制約等が存在する。また橋梁の設計者が全て地
震時地盤挙動に対する深い知見を有しているとは限らな
い現状もある。このように，実務設計においては地盤の
周波数応答解析を容易に実施，解釈できない状況も存在

図5　�1 次 /2次モード固有周期比と正解値の固有周期
比の関係

図6　�Vsave（最下層から10mの平均Vs）の変化に伴
う正解値との固有周期の比率
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する。このような場合に適用可能な基盤の影響の簡易補
正方法について整理を行う。具体的には図 6の平均的な
傾向を次式によって表現することを試みる。

 (2)

　ここで，R（Tg
E＋F/Tg

2E）：固有値解析による 1次モード
固有周期 Tg

E＋Fを補正する係数で，基盤の影響を考慮し
た固有周期 Tg

2Eとの比率（補正倍率），TR：固有値解析
による 1次，2次固有周期の比率である。この式 (2)に
よる補正係数も図 5に点線でプロットしているが，青丸
で示した 1次 /２次固有周期比と基盤の影響による固有
周期比の平均的な傾向を大まかに表現できている。また
図 7の結果より，今回は最下層から 10mの平均 VSが
150m/sよりも大きな地盤のみを対象として補正を実施
することとした。
　前節までで実施した全地盤を対象に，固有値解析に
よって得られる固有周期 Tg

E＋Fを式 (2)によって補正し
た結果を図 7，図 8に示す。これらの図には，それぞれ
補正前の結果も示しているが，いずれも式 (2)という簡
易な補正式を用いることで，基盤を考慮した固有周期に
より近い結果を得ていることが分かる。また，基盤の影
響を考慮した条件と異なる地盤種別と判定される割合
は，補正前の 3.2%から補正によって 2.1%となり，こ
の方法を用いることで地盤種別の分類精度も向上するこ
とを確認した。
　その一方で，依然としてこの方法を用いた場合にも卓
越周期 Tg

2Eと比較的大きな差が含まれる地盤も存在す
る。このような条件を特定し，さらに補正を行う事も考
えられるが，提案手法は固有周期の簡易な補正方法に位
置づけられるため，今回はこれ以上の補正手法の検討は
行わないこととする。そのため，提案手法を用いて固有
周期の補正を行った場合にも，得られる結果には多少の
誤差が含まれることを念頭に置いて，その後の地震動評
価，構造物の挙動評価を行う必要がある。

4． まとめ

　地震時の地盤挙動を簡易かつ適切に評価するための基
礎的な検討として，地盤の卓越周期に与える耐震設計上
の基盤面の影響を把握するための解析を実施した。本検
討で得られた知見を以下に示す。
・ 下端を固定とした条件での固有値解析による固有周期
が同一となる 2地盤に対して周波数応答解析，地震応
答解析を実施する事で，表層地盤の伝達関数，地表面
地震動の算定を行った。その結果，固有値解析による

固有周期が同一であっても，基盤との相互作用によっ
て卓越周期や地表面地震動が大きく変化するケースが
存在する事を確認した。
・ 多様な地層構成を有する地盤に対して固有値解析，周
波数応答解析を実施する事で，基盤の影響による固有
周期変化の傾向を確認した。その結果，基本的には固
有値解析による固有周期は，基盤の影響を考慮した場
合の卓越周期と調和的な傾向となるが，条件によって
は基盤の影響によって固有値解析による周期よりも短
周期側に卓越周期が移行する場合が散見されることを
明らかにした。
・ 基盤の影響によって卓越周期が変化する可能性のある
条件を把握するための整理を行った。その結果，固有
値解析による 1次モードと 2次モードの固有周期が
比較的近接している場合，表層地盤のせん断剛性が相
対的に大きな場合には，基盤の影響によって卓越周期
がより短くなる可能性が高いことを明らかにした。さ
らにこの傾向を簡易に補正する手法を提案し，これに
よって従来よりも適切に地盤の卓越周期を推定可能で
あることを確認した。
　なお，いわゆる 4分の 1波長則，固有値解析，今回
提案した簡易補正手法を用いた場合の鉄道標準に基づく

( )E+F 2E 1.2
g g 0.7RR T T T −= +

( )E+F 2E
g g 1.0R T T ≥（ただし， ）

図7　�固有値解析に基づく固有周期TgE＋F の補正結果
（1次 /2次固有周期比－正解値との比率の関係）

図8　�固有値解析に基づく固有周期TgE＋F の補正結果
（基盤の影響を考慮したTg2E との比較）
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地盤種別7）の推定誤差はそれぞれ 17.0%，3.2%，2.1%
であり，これら手法を用いて固有周期の推定，地表面設
計地震動の選定を行う場合には，この影響も考慮する必
要がある。さらに今回の検討により，基盤の影響で卓越
周期が変化する可能性の高い条件が明らかになった。そ
のためこのような条件に該当する地盤においては，基盤
の影響も加味した上での卓越周期評価を検討することも
重要である。
　また，本検討では地盤の固有周期，卓越周期に主眼を
置いた整理を行ったが，地震時の地盤増幅という観点で
は周期だけでなく応答倍率も重要な指標である。これに
ついては，今後も引き続き検討を行う。
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1．はじめに

　現在，各鉄道事業者は利用者満足度を向上させるため，
利用者に対して列車内の混雑情報を提供している。しか
し，運休や列車の順序変更等を伴うダイヤ乱れが発生す
ると，混雑状況が普段と異なる傾向となり，鉄道利用者
が利用する列車を選択する際に，参考となる混雑情報が
十分に提供できていない。よって，ダイヤ乱れ時の各列
車の各駅間での列車混雑を予測し，その情報を提供する
サービスがあれば，利用者が混雑を避けて，自宅を出る
時間を遅らせるなど，普段と異なる列車を利用する行動
が可能となり，旅客の快適性低下の防止に繋がると考え
られる。
　そこで本研究では，乗車率に応じて，混雑の度合いを
いくつかの区分に分け（以下，混雑区分と呼ぶ），勾配
ブースティング決定木を採用した機械学習フレームワー
ク上で，ダイヤ乱れ時の各列車の各駅間での混雑区分を
予測するモデルの構築を試みた。具体的には，混雑区分
に影響を及ぼすと考えられる運転再開からの経過時間や
列車の運行間隔，先行列車の混雑区分，予測対象列車に
おける予測対象駅の 1～3駅前の混雑区分を特徴量とす
る予測モデルを構築し，その精度を検証した。
　本稿の構成は以下の通りである。第 2章では，公共交
通機関における混雑予測に取り組んだ先行研究について
述べる。第 3章では，予測モデルの構築にあたって使用
したデータセット，作成した特徴量などを説明する。第
4章では，テストデータと予測結果を示し，結果に対す
る考察を述べる。まとめと今後の課題については，第 5

章で述べる。

2．先行研究

　公共交通機関における混雑率および混雑区分の予測に
ついては多くの研究がなされている。特に，近年は機械
学習手法を用いたものが多く報告されており，ニューラ
ルネットワークを用いたものとして El Maazouziら1），
中挾ら2），サポートベクタマシンを用いたものとして
Yang3）ら，勾配ブースティング決定木を用いたものと
してWang4）ら，Jamarら5），Galloら6），山城ら7）がある。
　上記の文献は平常時を対象としているものが多く，ダ
イヤ乱れ時の混雑率あるいは混雑区分予測を扱った文献
は極めて少ない。山城ら7）は，30分以上の大きなダイ
ヤ乱れ時を対象に，過去の運転整理ダイヤと乗車人数を
学習データとして 15分先の旅客流動波形を予測する手
法を開発し，流動量を平均約 75%の精度で予測できた
としている。ただし，山城らのモデルは，ダイヤ乱れの
発生から 2時間先までの駅間の断面輸送量を 15分単位
で予測するものであった。つまり，各列車における各駅
間の混雑区分を予測するものでなく，ある列車は非常に
混雑しているが次の列車は空いているなど，列車別の情
報を提供することは難しい。
　このように，先行研究の成果を，ダイヤ乱れ時に各列
車の各駅間での列車混雑予測情報を提供するサービスに
活用することは困難と考えられる。したがって，本研究
では，ダイヤ乱れ時の各列車の各駅間での混雑区分を予
測するモデルの構築を目的とした。予測モデル構築にあ
たっては，多くの文献で使用されていた機械学習手法を
用いることとし，学習データの特徴を把握したうえで，

ダイヤ乱れ時にも利用可能な 
列車混雑区分予測モデルの実装と検証
上田　寛人＊　　中挾　晃介＊　　國松　武俊＊

An Implementation and Verification on a Model for Predicting Level of Train Congestion during Disruptions

Hiroto UEDA　　Kosuke NAKABASAMI　　Taketoshi KUNIMATSU

　In recent years, train operators have started to provide real-time information on the levels of congestion on 
trains to improve customer satisfaction. However, during disruptions such as train service cancellations or 
schedule changes, the levels of congestion are different from the norm. At such times, it would be beneficial for 
passengers to receive information about future congestion, since it would help them decide whether or not to 
change trains. In this study, we developed a model to predict congestion levels during disruptions. The test of the 
developed model confirmed that it was possible to predict the level of congestion with around 75 % accuracy by 
using features such as the level of congestion at one to three stations and the headway ahead of the train.
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有用と考えられる機械学習フレームワークを選定した。

3．予測モデルの構築

　本章では，ダイヤ乱れ時における列車の混雑区分を予
測するモデル構築について述べる。予測モデルは，採用
する機械学習フレームワーク，特徴量の 2要素からな
る。そこで，3.1節で，本研究で使用する学習データと
その前処理およびデータの特徴を説明した後，3.2節で
採用する機械学習フレームワーク，3.3節で特徴量につ
いて説明する。また，3.4節では，予測モデルの性能を
評価するための評価指標について説明する。

3. 1　学習データと混雑区分の作成
　本研究の対象路線は，大都市圏に存在し，A駅～X駅
の 24駅で構成されている。当該路線では，普通や快速
など複数種別の列車が運行され，他線との直通運転も実
施されている。また，当該路線では，各列車について各
駅単位で実績着発時刻や，発車時の乗車率などが毎日記
録され，表 1の指標からなるデータを得ることができる。
　そこで本研究では，対象路線にて大規模なダイヤ乱れ
が発生した平日 4日分のデータと，大規模なダイヤ乱れ
が発生しなかった，連続した平日 54日分のデータを取
得し，学習データを作成した。データ件数は 590,376件
であった。なお，列車ダイヤや旅客流動が異なる休日や
祝日は，学習データには含んでいない。
　本研究では混雑区分を予測することから，乗車率から
混雑区分を算出する前処理を行った。図 1は，混雑区分
と，その区分における列車内の様子の一例を示したもの
である。乗車率から混雑区分を算出するにあたっては，
乗車率 0～25%以下を混雑区分 1，以後 25%区切りごと
に混雑区分 2，3，…，9とラベルづけを行った。なお，乗
車率 225%以上のものは混雑区分 9に含めることとした。
　このように作成した学習データを確認したところ，混
雑区分 8や 9となるデータは，全体の 1%にも満たな
かった。したがって，本学習データは，混雑区分別のデー
タ数にばらつきがある不均衡データであり，それに適し
た機械学習フレームワークを選定する必要があることが
わかった。

3. 2　採用する機械学習フレームワーク
　3.1節で述べたように，本研究では，不均衡データを
取り扱う必要がある。また，今後，学習データを増やし
た場合にも対応できるよう，学習にかかる時間が短い手
法の方が望ましい。そこで，本研究では，数多く存在す
る機械学習フレームワークの中から LightGBMを選定
した。LightGBM8）とは，勾配ブースティング決定木を
採用した機械学習フレームワークの一つであり，計算効

率が良く，不均衡データに対する予測に優れるという特
徴を持つ。勾配ブースティング決定木は，アンサンブル
学習の一種であり，アンサンブル学習とは，単純な予測
方法を多数組み合わせ，より精度の高い予測を目指す方
法である。アンサンブル学習は，単純な予測方法に何を
用いるか，あるいはその予測方法をどう組み合わせるか
といった違いから，いくつか種類が存在する。勾配ブー
スティング決定木は，単純な予測方法に決定木を用いる。
最初の決定木が予測を行い，その予測誤差を修正するよ
うに，「予測誤差を予測する決定木」が次々に作成される。
最終的な予測値は，これまでに作成した決定木の予測結
果を加算したものとなる。

3. 3　特徴量
　混雑区分を精度良く予測するためには，表 1に示した
指標をそのまま使用するのではなく，予測に有用な指標
を抽出したり，複数の指標を組み合わせて新しい指標を
作成したりする操作が不可欠である。そこで本データ
セットの各指標を基に，先行研究も参考にしながら，表
2に示す特徴量を作成した。
　表 2中の始発駅・終着駅とは，列車の始発駅と終着駅

表 1　データセットに含まれる指標の名称と型

図 1　乗車率を 9 段階に区分けして作成した混雑区分
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のペアを表したものである。A駅から X駅まで走行す
る列車に対しては 0，X駅から A駅まで走行する列車
に対しては 1といったように，列車の始発駅・終着駅の
ペアに一対一対応する数字を設定することで，この特徴
量を作成した。このような操作によって作成されたカテ
ゴリ型の特徴量を，Label Encodingされた特徴量という。
なお，A駅から X駅まで走行する列車は 1，それ以外
は 0，X駅から A駅まで走行する列車は 1，それ以外は
0と設定して，カテゴリ型の特徴量を作成する方法も存
在する。これは One-hot Encodingされた特徴量という。
LightGBMは，One-hot Encodingよりも，Label Encod-
ingされた特徴量の方が良い予測精度となることが知ら
れているため9），本研究では Label Encodingを採用した。
　走行時間帯とは，列車が走行した時間帯を表したもの
である。ある列車が駅を 7:42に出発した場合は 7，8:15
の場合は 8と設定する。朝ラッシュ帯など同時間帯に走
行する列車は，似たような混雑区分となる傾向があるた
め，それらをまとめる目的で，本特徴量を作成した。
　走行駅間とは，出発駅と到着駅のペアを表す。始発駅・
終着駅特徴量と同様の考え方から，Label Encodingを
行ってカテゴリ型の特徴量とした。
　着遅延（発遅延）とは，ある列車の，ある駅における
計画ダイヤ上の到着（出発）時刻と実績ダイヤ上の到着

（出発）時刻の差を秒単位で表したものである。着遅延
と発遅延は，カテゴリ型の特徴量として扱うことも可能
である。しかし，一般に，着遅延（発遅延）の値が大き
くなれば，混雑区分も大きくなることから，遅延量の値
そのものに関心がある。そこで，着遅延と発遅延は，値
自体に意味を持たせるため，整数型の特徴量とした。
　先行列車との時間間隔とは，ある列車における出発時
刻と，その先行列車の出発時刻の差を秒単位で表したも
のである。先行列車との時間間隔が大きくなればなるほ
ど，駅に滞留する乗客の数が増加し，列車に乗車する人
数が増加すると考えられる。そこで，本特徴量は，着遅
延と同様の考え方から，整数型とした。
　運転再開からの経過時間とは，運転再開後に走行した
ある列車が，ある駅を出発した時刻から，運転再開時刻
を減じたものを秒単位で表したものである。一般に，ダ
イヤ乱れ時の運転再開直後には，駅に滞留した乗客が一
斉に列車に乗車することで混雑すると考えられ，運転再
開から時間が経過すればするほど，平常時の混雑区分に
戻っていくと考えられる。そこで，特徴量に，当該列車
が運転再開直後から何秒後に走行したかを表す，運転再
開からの経過時間を加えた。なお，本特徴量は，着遅延
と同様の考え方から，整数型とした。
　N駅前の混雑区分とは，当該駅から数えて，N駅前の
当該列車の混雑区分をいう。例として，図 2に，先行列
車の混雑区分と，当該列車の 1～2駅前の混雑区分を示す。
　対象路線には，一部区間に，並行して別の路線が走行
している。そこで，文献 5で考案された，ある駅間に 2
系統以上の列車が走行しているかどうかを区別するため
の overlap特徴量の考え方を用いて，代替輸送可能フラ
グ特徴量を作成した。代替輸送可能フラグ特徴量とは，
当該駅から次の駅へ，別の路線を使って代替輸送可能な
場合は True，それ以外は Falseとする特徴量であり，駅
間に別路線が走行しているかを表す。

3. 4　評価指標
　予測モデルの性能を定量的に評価するためには，予測
モデルが出力した結果が，どれくらい正しいかを検証す
る予測精度計算が必要である。この予測精度の計算方法
はいくつか知られているが，本研究では，正解率と
Macro F1値10）を用いる。
　正解率とは，全予測のうち，正しく予測できたものの
割合を表し，直感的にも理解しやすい標準的な指標であ
る。一方，正解率は，特定のクラスのデータ数に大きな
偏りがある場合，データ数の多いクラスの正解率に引っ
張られてしまい，データ数の少ないクラスに対する予測
精度を適切に反映することが難しい。つまり，本データ
のように，混雑区分別のデータ数に大きな偏りがある不
均衡データの場合，正解率だけで予測性能を測定するこ

表 2　作成した特徴量とその型

図 2　先行列車の混雑区分と予測対象列車の混雑区分例
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とは不十分であるといえる。
　そこで，正解率に加えて，不均衡データに対する予測
で良く用いられるMacro F1値も計算することとした。
Macro F1値は，実際の混雑区分が 1から 6といった日
常的に観測される場面の予測精度が高い場合でも，デー
タ数が少ない混雑区分が 8から 9となる場面で正確に
予測できない場合，値は低いままとなる。したがって，
混んでいる状況も含めて，なるべく正確に予測できてい
るかどうかを確認するための有効な指標と考えられる。

4．ケーススタディ

　本章では，1つの実事例に対し，3章で構築した予測
モデルの予測結果を提示し，予測精度や特徴量重要度，
予測モデルの特性について述べる。4.1節ではテスト
データ，4.2節では予測結果をそれぞれ説明する。

4. 1　テストデータ
　本研究の予測対象は，大規模なダイヤ乱れ時における
列車の混雑区分である。したがって，3.1節で述べた学
習データには含まれない，大規模ダイヤ乱れ事象 1日分
をテストデータ候補とした。図 3は，テストデータ候補
の実績ダイヤの一部（上り線，6:00から 10:00までに
出発する列車）を，混雑区分で着色しプロットしたもの
である。この図は，横軸が時刻，縦軸が駅，斜線 1つ 1
つが各列車の運行を表している。本事例は 6:32に Q駅
にて人身事故が発生し，運転再開時刻は 7:27であった。
また，列車内の混雑区分が大きくなるほど，濃い赤色で
着色した。ただし，混雑区分が欠損している場合は，灰

で着色した。
　図 3を確認したところ，ダイヤ乱れ時に課題となる具
体的な混雑状況について，M駅にて
・ 大混雑のため，運転再開後の初列車から 30分以上に
わたって乗車が困難なケースがある
・ 大混雑した列車の到着後に，比較的空いている列車が
到着する
など，列車間の混雑に差がある傾向が見られた。
　また，本研究では，旅客は，現時点から 15分程度先
の混雑の推移に関心があるとみなすこととした。具体的
には，本ケーススタディでは，駅数にして 5駅程度先ま
でとなる。
　これらをもとに，テスト対象を，テストデータ候補の，
運転再開後から遅延がほぼ回復するまで，すなわち 7:35
から 10:35にM駅から 5駅先の H駅を走行する上り列
車（図 3の灰色破線で囲った部分）と定めた。このとき
のデータ件数は 212件であった。このデータに対して，
3.1節の前処理と 3.3節の特徴量作成を行い，テストデー
タを作成した。

4. 2　予測結果
　構築した予測モデルを 4.1節のテストデータに適用し
たところ，予測モデルの予測精度は，正解率 75%，
Macro F1値 75%となった。
　混同行列を図 4（a）に示す。縦軸は，予測モデルが
予測した混雑区分（以下，予測混雑区分と呼ぶ），横軸は，
実際の混雑区分（以下，正解混雑区分と呼ぶ）である。
混同行列を確認すると，正解混雑区分が 1から 6のと
きは，概ね正しく混雑区分を予測できているものの，混

図 3　混雑区分で着色された実績ダイヤ（灰色破線で囲った部分がテストデータ）
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雑区分を 1段階大きく予測するケースも見られた。ま
た，正解混雑区分が 7以上のときは，ほとんどの場合で
混雑区分のずれが 1段階であり，正解混雑区分が 8の
ときは，2段階小さく予測することがあった。正解混雑
区分が大きな値のとき，予測モデルが混雑区分を小さく
予測してしまう傾向は Galloら6）でも見られたが，この
理由として，学習データの中にテストデータと似たよう
な状況がほぼ存在しなかったことが挙げられる。具体的
には，図 3に示したように，テストデータでは特定の駅
間に走行する列車の混雑区分がいずれも 8か 9である
状態が 30分程度続いた。しかし，学習データの中にテ
ストデータと似た状況が存在せず，十分学習できなかっ
た可能性がある。
　特徴量重要度を図 4 （b）に示す。この特徴量重要度は，
後述する gainという指標を基にしている。LightGBM
で用いている決定木は，内部でデータを条件に従って枝
分かれさせ，データを分類する操作を行う。例えば，「特
徴量 Xが 10以上かどうか」という条件でデータを二分
するといった操作が行われる。gainとは，ある特徴量
を使って木を分岐させた際に，分岐前と分岐後で，目的

関数がどれだけ改善されたかを示す指標である。分岐の
際に使用した特徴量ごとに gainの値を記録しておき，
それらを最後に合計することで特徴量重要度が算出され
る。なお，詳細な特徴量重要度の計算方法は，XGBoost
のチュートリアル11）を参照されたい。
　混雑区分を予測するために最も重要であった特徴量は
1駅前の混雑区分であり，次に走行駅間，先行列車との
時間間隔と続くことが明らかになった。特に，予測対象
列車駅の 1駅前における混雑区分の寄与度が大きく，2
駅前の混雑区分や 3駅前の混雑区分は予測精度の向上
にあまり貢献しなかった。
　この理由としては，本路線の事情と混雑区分の定義に
あると考えられる。本路線は，朝ラッシュ帯において X
～L駅等から E～A駅等へ移動する利用者が大半を占め
ている。つまり平常時には，X駅から車内が徐々に混雑
し，E駅や D駅で混雑が解消する傾向にある。しかし
ダイヤ乱れ時においては，X～S駅の各ホーム上で待機
していた乗客が一度に乗車し，O～E駅間では混雑区分
が 8あるいは 9のまま変動していない。よって，予測
モデルは，2～3駅前から徐々に混雑区分が増加すると
いった傾向よりも，1駅前の混雑情報を重要視するモデ
ルになったと考えられる。
　最後に，正解混雑区分と予測混雑区分のずれをダイヤ
上にプロットした結果を図 5に示す。この図は，正解混
雑区分と予測混雑区分の差が大きくなればなるほど濃い
赤，あるいは濃い青で着色し，予測混雑区分が正解混雑
区分より大きい場合は青，その逆は赤で着色している。
なお，予測が当たった場合は，灰で着色した。図 5を確
認すると，予測モデルは運転再開直後に走行する列車に
ついては，混雑区分を小さく予測する傾向にあり，運転
再開から 2時間が経過し，比較的混雑が落ち着いた列車
については，混雑区分を 1段階大きく予測してしまうと
いう特性があることがわかった。この理由としては，学
習データの中にテストデータと似た状況が見つからな
かったことが考えられる。よって，今後は，より多種多
様なダイヤ乱れ時のデータを集め，学習データを充実さ
せることで，予測精度を向上できる可能性が示唆される。

5．まとめ

　ダイヤ乱れ時における列車の混雑を予測する手法を構
築し，1つの実事例に対して検証を行った。検証の結果，
先行列車の混雑区分や予測対象の列車駅の 1～3駅前の
混雑区分を特徴量として用いたとき，75%の正解率で
混雑区分を予測できることが明らかになった。
　今後の課題としては，他事例での検証や，長時間先の
列車の混雑区分を予測するモデルの構築が挙げられる。
実際，ダイヤ乱れ時に鉄道利用者が欲する情報は，いつ

図 4　予測モデルによる予測結果の例
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混雑が収束するのかという点であると考えられる。これ
らの情報を提供するためには，長時間先の列車の混雑を
予測しなければならないが，本研究の予測モデルは，当
該列車の直近の混雑情報を必要とするため，これらの課
題に対応することが困難である。そこで，今後は，直近
の混雑情報を用いない予測モデルの構築に取り組みたい。
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図 5　正解混雑区分と予測混雑区分のずれ
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1．はじめに

　日本の鉄道トンネルは，図 1のように戦前または高度
経済成長期に建設されたものが多く，古くから定期的な
検査の周期や方法などが体系化されてきた。「鉄道構造
物等維持管理標準・同解説（構造物編）トンネル」（以降，
「維持管理標準（トンネル）」と記す）1）では，「通常全
般検査」と呼ばれる，性能低下またはその恐れのあるト
ンネルを抽出することなどを目的とした定期検査を 2
年毎に行うこと，また，通常全般検査に比べ検査精度を
高めて実施する「特別全般検査」を原則として新幹線で
10年，新幹線以外で 20年を超えない期間毎に実施する
こととされている。現在，経験豊富な検査員の十分なリ
ソースのもと，この期間毎に目視および打音調査が実施
され（図 2），必要な補修などが講じられている。
　一方，日本の鉄道トンネルの総延長は約 4,000kmに
も及び2），また，今後は少子化に伴い労働人口の減少も
見込まれている3）なかで，検査業務をいかに効率化する
かが課題になっている。近年はトンネルの検査へのデジ
タル技術の活用が重要視されており4），既に実用化され
ている代表的な技術としては，トンネル壁面に発生して
いる変状のスケッチや台帳整理作業の補助ツールとし
て，壁面を連続して撮影していく技術例えば 5）や，撮影画
像からひび割れを検出する AI技術例えば 6）がある。
　しかしながら，これらの技術を用いた場合にも，ひび
割れ以外の変状を画像から抽出して台帳に整理する作業
は全て人手に頼っており，また，画像確認結果を踏まえ
て現地で行う要注意箇所の打音調査では，暗いトンネル
内において，紙台帳と照合して調査位置を特定するのに

時間を要している。
　そこで本研究では，これらの課題を解決し，更にトン
ネル検査の効率化を図れる，トンネル壁面画像を用いた
検査支援システムを開発した。
　一つめは，撮影画像から AIを用いてひび割れ以外の
変状や補修跡も検出し，トンネル全体の健全度の目安と
重点的に調査すべき要注意箇所を自動で抽出する「変状

トンネル壁面画像を用いた健全度自動判定
・要注意箇所投影技術の開発
仲山　貴司＊　　山下　雄大＊　　野城　一栄＊

Development of an Inspection Support System Using Tunnel Wall Images

Takashi NAKAYAMA　　Yudai YAMASHITA　　Kazuhide YASHIRO

　Regular inspections are required for the maintenance of railway tunnels. Inspectors determine soundness 
through visual inspection and hammering test to ensure proper maintenance. With a predicted decline in the 
labor force, there is a growing need for the digitization and automation of tunnel inspections. In this study, we 
developed two technologies to address this need. The first is an “Automatic Tunnel Condition Assessment 
System,” and the second is a “Critical Area Projection System”. This paper describes the overview and 
verification results of each system.
キーワード：トンネル，検査，AI，プロジェクションマッピング

図1　鉄道トンネルの建設年代と数量

図2　鉄道トンネルの打音調査の例

 
＊　構造物技術研究部　トンネル研究室
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抽出・健全度判定アプリ」である。二つめは，現地での
調査箇所の目印として，トンネル壁面に，赤く塗りつぶ
したメッシュで要注意箇所を投影することができる「要
注意箇所投影装置」である。
　本稿では，これらの開発技術の詳細を紹介するととも
に，精度や導入効果を検証した結果を報告する。

2．変状抽出・健全度判定アプリ

2. 1　概　要
　図 3に，開発した「変状抽出・健全度判定アプリ」（以
下，「本アプリ」と記す）の概要を示す。
　汎用的なパソコンで稼働するアプリケーションであ
り，撮影画像から AIを用いて錆汁や漏水などを自動検
出する「変状抽出 AI」を有し，また，維持管理標準（ト
ンネル）の健全度の判定例に基づき作成した「判定マト
リックス」と検出した変状を照合して，最も重い健全度
を一定区間毎に健全度の目安として表示する。
　一般に AI検出技術は，顔認証のように対象が識別し
やすい場合において高い精度を有する。トンネルの変状
は重なり合っている場合が多く識別が難しいこと，健全
度の判定には現場の特情なども加味する必要があること
などから，ある程度の精度しか得られないことが想定さ
れた。しかしながら，現状は，ひび割れ以外の変状の検

出作業は全て人手に頼っており，特に台帳にまとめる作
業には多くの労力を割いている。そのため，ある程度の
精度が得られれば，補助ツールとしては有用であると考
え，本アプリを開発した。

2. 2　変状抽出AI
　検出対象とした変状は，健全度判定に際し，重要な情
報となる鉄筋露出，錆汁，漏水とするほか，背面にひび
割れが隠れている可能性の高い析出物（エフロレッセン
スや遊離石灰）についても対象とした。さらに，補修跡
についても一般に台帳整理されることから，代表的かつ
数量の多い断面修復，導水樋設置箇所を対象とした。
　図 4には，構築した AIによる変状抽出結果の一例を
示す。これらの図は，時期の異なる 2回の検査（「前回
検査」と「今回検査」記す）で画像撮影を行い，新たに
漏水が発生した場合を再現したものである。図 4（a）

図4　変状抽出結果の例図3　変状抽出・健全度判定アプリの概要
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のうち，「今回検査」では，画像処理を行って，「前回検
査」と比べて漏水箇所が増えた状態を疑似的に再現した。
図 4（b）が検出結果であり，それぞれにおいて漏水や
析出物などが色枠（ボックス）で検出されていることが
わかる。また，図 4（c）は前回検査と今回検査の差分
を示したものであり，新たに発生したと漏水がピック
アップされていることがわかる。
　なお，検査員が，変状の追加や検出結果の修正を行え
る機能も有している。一例として，図 4（d）には，手
入力でボックスを追加し，ひび割れを CADから読み込
んだ結果を示す。
　変状抽出 AIの構築には，開発時点で，Microsoftが
提供する COCOAPI（Common Objects in Context API）
に対して高い性能を有すると評価されていた，畳み込み
ニューラルネットワーク（CNN）である YOLO（You 
Only Look Once）v5を用いた。YOLOv5モデルには，
ネットワークのサイズに応じて小さいものから s，m，l，
xの 4種類がある。サイズ（畳み込み層の層数）が大き
くなると，必要なメモリ量が増え，学習に要する時間が
増えるが，検出精度は高くなるとされていた。
　一方，教師データには，鉄道総研においてこれまでに
蓄積してきた変状撮影画像を用い，アノテーションに際
しては，変状を適切に見分ける専門知識が必要になるた
め，すべて鉄道トンネルの専門技術者が行った。教師デー
タは多いほど精度があがることから，判定システムの構
築後も逐次追加を行っているが，本報告ではシステム構
築当初の教師データ（鉄筋露出：512枚，錆汁：2704枚，
漏水：15684枚，析出物：5452枚，断面修復：2774枚，
漏水樋：1200枚，いずれも上下，左右反転の処理を行
い拡張した後の数量）に対する検証結果を示す。
　図 5にモデルおよびエポック数（全てのデータを学
習させた回数）を変えて学習させた結果を示す。
　図 5（a）は，sモデルを用いた場合について，AIの
評価指標である mAP@0.5，F1値とエポック数の関係
を示したものである。エポック数が 500程度まで評価
指標の大きな向上がみられる。また，図 5（b）はモデ
ルと評価指標の関係であり，mと lの間で評価指標の向
上がみられる。検出結果の目視確認も行ったところ，今
回の教師データに対しては x（エポック数 500）が最良
と考えられた。
　表 1には，このようにして作成した AIを用いて，学
習に使用していない画像に対して変状・補修跡を正しく
検出できた割合を示す。鉄筋露出箇所は 90%，錆汁，
漏水，析出物，補修跡および導水樋は 95%以上のスコ
アを得ることができた。

2. 3　健全度の判定マトリックス
　維持管理標準（トンネル）では，表 2に示す健全度の

判定区分が示されている。通常全般検査では，一般に健
全度を A，B，C，Sのランクに区分する。ただし，運
転保安，旅客および公衆などの安全ならびに列車の正常
運行の確保を脅かす変状を発見した場合には健全度 AA
とし，緊急に措置を講じる。なお，健全度 Aと判定さ
れた構造物に対しては，「個別検査」と呼ばれる詳細調
査を行い，さらに細分化した判定（AA，A1，A2）を

図5　学習結果

表1　構築したモデルの混同行列

表2　構造物の状態と標準的な健全度の判定区分1）
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行う。
　本研究では，維持管理標準（トンネル）に示される性
能項目のうち，トンネル構造の安定性を対象として，通
常全般検査を想定した A，B，C，Sの 4段階の判定を
行うこととした。
　表 3に判定マトリックスを示す。維持管理標準（トン
ネル）に記載されている判定例を反映しつつ，安全側の
判定が得られるよう作成した。前述したように，本アプ
リ内では，この判定マトリックスに個々の変状を当ては
めてそれぞれの健全度を求め，最も重い判定を指定区間
の健全度としている。
　錆汁および漏水は，大きさや発生位置に応じた 2段階
の判定を設定した。スプリングラインより上方にある場
合，抽出ボックスが画像に占める線路方向の密度が大き
い場合（20%以上）は重い健全度とすることとした。
また，補修跡については，維持管理標準（トンネル）に
おいて明確な判定例はないが，判定システムでは健全度
Cすることを標準設定とした。
　判定精度については，鉄道事業者の検査台帳と比較す
ることで検証した。なお，検出対象とした変状に対して
の健全度のみを比較した。図 6に，10駅間で行った事
業者の判定結果との照合による健全度判定の検証結果を
示す。1kmで移動平均して，健全度のトレンドを比較
したものである。検査台帳の健全度は要注意箇所の現地
確認後の最終判定ではあるものの，本アプリは事前にそ
の傾向を捉えていることがわかる。一方，図 6の※印
のように，特情があり一致していない箇所もある。これ
らは，補修前に発生していた変状規模が大きかったこと
加味して，補修後においても健全度は Sまで回復した

とせずに，健全度を Bまたは Cとしておくなど，現場
の特況が加味された箇所でありされている判定がなされ
ていることが原因で生じたもので，検査員が出力結果の
確認の際に修正することを想定している部分であった。
　なお，この検証を行うにあたり，トンネル 1kmあた
りを 1人で作業し，全て手作業による場合と，本アプリ
による自動検出結果を手作業で修正する場合の時間を測
定した。この結果，全て手作業による場合は 35分要す
るのに対して，アプリを併用する場合には 1分程度と時
間短縮できることが明らかになった。
　以上の結果から，撮影画像の画質や映り込む変状数量
によって異なることが想定されるものの，本アプリは検
査作業を効率化できるツールとして期待できるものであ
ると考えられた。

3．要注意箇所投影装置

3. 1　概　要
　図 7に，開発した「要注意箇所投影装置」（以下，「投
影装置」と記す）を示す。投影装置は，図 7（a）に示
すように，要注意箇所を投影するためのプロジェクター，
プロジェクターを軽便トロ上に固定する台座，制御 PC
および移動距離測定装置からなり，図 7（b）に示すよ
うに，変状抽出・健全度判定アプリから転送した，要注
意箇所を赤色で塗りつぶした正方形でなるメッシュ図
を，走行しながら定位置に投影することができるもので
ある。
　任意のトンネル形状に正しく正方形を投影するために
は，その形状に合わせてメッシュ図を幾何学的に補正す
る必要があり，本装置では，財産図から形状を入力のう
え，投影装置と壁面の距離を測定することで，プロジェ
クターに投影画面を受け渡すメッシュ図を，プロジェク
ターの仰角，走行距離に合わせて自動補正するアルゴリ
ズムを構築した（図 8）。
　具体的には，プロジェクターは図 8内の仮想投影面に
正しく投影されるよう画面を出力するため，壁面に長さ
Lで等間隔に点 A～Cを投影する場合，仮想投影面の点

表3　判定マトリックスの標準設定

図6　健全度判定の検証結果
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Aʼ～Cʼに間隔 L1，L2で投影するよう形状補正している。
図 9は形状補正の有無による投影状況を示しており，形
状補正を加えることで正方形に投影されていることが確
認できる。

3. 2　モックアップを用いた検証
　投影装置の開発にあたっては，まず，図 7（b）に示
したように，照度を調整できる暗室内に約 1/3スケール
の FRP製のモックアップを制作し，機材の選定やメッ
シュ図の形状補正プログラムの検証を行った。
　メッシュ図の形状補正プログラムの検証については，
後述する現場検証と重複するため，本報告では，要注意

箇所を鮮明に投影するためにプロジェクターに求められ
る光束を検証した結果を示す。
　室内照度を現地のトンネル坑内の明るさに近い 30 lx
程度とし，プロジェクターの光束を調整のうえ，目視に
よりメッシュ図が鮮明になる光束値を確認した。この際
の投影状況の写真と光束値の関係を図 10に示す。目視
で確認したところ，光束が少ないとメッシュ図は不明瞭
であるが，光束が大きくなるにつれてメッシュ図が明瞭
になっていることが確認できた。この検証結果から，プ
ロジェクターの光束は 8000lm以上あればよいものと考
えられた。

3. 3　現場検証
　鉄道事業者が撮影済のトンネル壁面画像を用いて、事
前に机上で AIによる変状および要注意箇所の自動抽出
を行ったのち，実際に投影システムを現地に持ち込み， 
正しく投影できるか検証した。
　図 11に，高所作業台車上の要注意箇所を投影した状
況を示す。少し離れた位置に装置を配置することで，台
車にプロジェクターの光が遮られることなく，壁面に
メッシュ図が投影できていることがわかる。一方，図
12には，移動距離測定装置の精度を検証した結果を示

図7　要注意箇所投影装置の概要

図8　メッシュ図の補正

図9　形状補正の有無による投影結果の違い

図10　必要光束の検証結果
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す。100mあたりの誤差は 0.18％と小さいことがわか
る。一般に，一晩のトンネル内作業は 3～5時間程度に
限られ，検査できる範囲は数百 m程度である。例えば，
20cmの誤差が生じる度に調整するとしても数回程度で
あり，また，調整は移動距離測定装置を手で回転させる
ことで容易に行えることから，実用に問題ない測定精度
であると考えられた。
　また，代表的なトンネル形状である馬蹄形，短形およ
び円形のトンネル断面形状で正しく投影できるかを確認
しており，図 13にその投影状況を示す。これらの写真
から，いずれの断面においてもメッシュの正方形が正し
く投影できていることがわかる。
　さらに，図 14には，10m区間において投影システム
を使用した場合と使用しない場合の打音調査に要する時
間を 2回測定した結果を示す．この検証から，投影装置
を使用することで打音調査時間を半減できることが明ら
かになった。

4．まとめ

　本研究で得られた成果を以下に示す。
（1 ）変状抽出・健全度判定アプリは，鉄道事業者の検査
台帳との比較から，画像上の変状を高いスコアで検出
できること，要注意箇所の現地確認前に，地下路線全
体の健全度のトレンドを捉えられることを確認した。

（2 ）要注意箇所投影装置は，現地検証において正しく投
影でき，移動距離測定も実用にあたり十分な精度を有
することを確認した。

図11　高所作業車台上での打音調査の試行 図12　高所作業車台上から見た場合のメッシュ

図13　実トンネルへの投影状況

図14　投影装置の導入効果の検証結果
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（3 ）開発技術を使用して検査作業を試行した結果，検査
作業の効率化が図れる結果が得られた。

※ 本研究は国土交通省交通運輸技術開発推進制度
（JP002223）により実施した。
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